
基本目標１　家庭・地域における子育ての支援

　　施策の方向１ 地域における子育て支援体制の充実

基本施策１　地域における子育て支援サービスの充実

1
子ども家庭支援
センター事業

子どもと家庭に関する総合相談、ショー
トステイ等のサービス提供の調整、子育
てボランティア等への支援、見守りサ
ポート事業、児童虐待防止に関する事業
など、児童を養育する家庭の総合的な支
援を行います。また、子育て中の親子の
センター利用の促進や子育て支援の情報
提供の充実に努めます。

充実

先駆型子ども家庭支援センター１箇所
身近な相談機関として、子どもと家庭
からの総合的な相談に応じて支援を行
います。子育て中の親子のセンター利
用の促進、児童虐待防止に向けた各関
係機関との連携に努めていきます。

相談件数　12,773件
ふれあいひろば利用者　8,027人
（大人3,399人、子ども4,628人）
乳幼児ショートステイ　利用78件
育児支援家庭訪問事業　利用１件
産前・産後支援ヘルパー事業　利用件
数８件
乳幼児総合相談　9回　参加者153人
（大人74人、子ども79人）
子育てなんでも相談　12回　利用者
151人（大人80人、子ども71人）

Ａ
子ども家庭支
援課

児童館３館で講座（心の東京塾）各１
回以上実施
3児童館子育ち応援事業５回以上実施
ひろば事業及び子育て相談　週３日以
上実施

子育て応援事業
田園児童館（全３回）　参加者延べ51
名
武蔵野台児童館（全１回）　参加者12
名
熊川児童館（全３回）　参加者述延べ
41名
3児童館合同子育ち応援事業（子育ち
応援フェスタ）　１回
延べ参加人数　８人
子育て相談
田園児童館　 相談者延べ34人
武蔵野台児童館　相談者延べ20人
熊川児童館　相談者延べ８人

子ども育成課

子ども応援館でのふれあいひろば　週
５日（火～土）実施

相談件数　延べ184人　211件
講習会5回実施　参加者199人

子ども家庭支
援課

継続して、サロンのPRに努めるととも
にサロンボランティア及び参加者向け
の講座を実施します。
民生委員・児童委員協議会で運営する
「はとぽっぽ」は年11回開催

市長等による１日民生委員の活動を通
じて、サロンのPRに努めるとともに、
民生委員・児童委員協議会で運営する
「はとぽっぽ」を年１１回開催しまし
た。

社会福祉課

社会福祉協議会では市内５か所　開催
回数延べ　80回

サロン連絡会・勉強会の開催
市内5か所 開催回数延べ 81回1,127
人

社会福祉協議
会

平成30年度福生市子ども・子育て支援事業計画　事業目標

【評価】 A:実施率９０％以上

B:実施率50～90％
C:実施率５０％未満
D:未実施

30
年度
事業
進捗

30年度C・D評
価の理由・課題

担当課等

継続 Ａ3 子育てサロン

子育て中の保護者の悩みや不安の解消、
ひきこもりへの対応、児童虐待の未然防
止等を目的に、市民参加型の居場所づく
りを進めます。

2
地域子育て支援
事業

児童館等身近な場所で、子育てに関する
相談や乳幼児と保護者を対象とした講座
を実施します。

充実 Ａ

番号 事業名 事　業　内　容 方向性 平成30年度　事業目標 平成30年度実施状況

資料２

1



4
ファミリー・サ
ポート・セン
ター事業

育児の援助を受けたい方（依頼会員）と
育児の援助が出来る方（提供会員）が会
員となり、地域で助け合いながら育児の
相互援助活動を行う会員組織（有償ボラ
ンティア）です。より多くのニーズに応
えるため、会員数のバランス均衡化を図
り、相互援助活動の充実に努めます。

充実
会員のニーズに十分に対応するためバ
ランスのよい会員登録を目指し、周知
と充実を図ります。

事業説明会　随時実施
提供会員講習会　年2回実施
フォローアップ講習会　年2回実施
登録会員交流会　年2回実施
ファミリー・サポート・通信　年2回
発行

Ａ
子ども家庭支
援課

5
福祉センター機
能の充実

児童及び子育て中の保護者の生活相談、
健康の増進、サービス提供の充実に努め
るとともに、福祉活動団体の育成、地域
住民等の施設利用を促進します。

継続 施設利用の促進を図ります。

保育室延利用人数
 ４団体427人
福祉センター貸館延利用人数：
 7団体444人
※福祉センター改良工事に伴い、9月
以降一般貸出休止

Ａ
社会福祉協議
会

子ども育成課

子ども家庭支
援課

7
赤ちゃんはじめ
ての絵本事業

生後３か月の乳児健診時に、絵本を贈呈
するとともにボランティアによる読み聞
かせを実施している事業で、親子のコ
ミュニケーションの大切さを伝えるため
に読み聞かせを行います。

継続

３課連携し、事業を継続します。

３、４か月児健康診査時に絵本３冊の
うちから１冊と子育て情報、たっけー
☆☆グッズを特製の袋に入れて贈呈し
ます。

読み聞かせボランティア数 13人

毎月３、４か月健康診査の際に実施。
12回、394冊の絵本と子育て関連資
料、
バッグを配布した。
読み聞かせボランティア数  13人（延
べ42人）

Ａ 子ども育成課

8
保育室併設講座
の実施

育児中の女性のための講座と、集団保育
を通し幼児の成長発達を支える保育室事
業を併せて実施します。

継続
公民館各館で保育室併設講座を実施し
ます。（全３コース）

公民館各館で保育室併設講座を実施し
た。（３コース48回、延べ参加人数
494人）

A 公民館

9
託児保育付講座
の実施

公民館事業に参加する機会を増やすため
に託児保育を付けた講座を実施します。

継続
公民館各館で託児保育付講座を実施し
ます。（全5コース）

公民館各館で託児保育付講座を実施し
た。（５コース30回、延べ参加人数
328人）

A 公民館

10
子ども読書活動
推進事業の実施

学校、地域、家庭と連携し、子ども読書
活動推進事業を実施します。

継続

福生市立図書館基本計画、第三次福生
市子ども読書活動推進計画に基づき、
推進のための各種事業に取り組みま
す。
市内幼稚園および保育園への出前・招
待おはなし会の実施　（計20回）

市内幼稚園および保育園への出前おは
なし会の実施　　21回

A 図書館

30年度C・D評
価の理由・課題

担当課等

6
地域子育て支援
拠点事業の実施

認可保育所や公共施設等を活用して、孤
立しがちな子育て家庭を対象に、子育て
相談や子育てサークルの支援を行いま
す。

継続
子ども応援館、児童館３館及び保育園
２園にて、ひろば事業を実施し、保育
園では、子育て相談を実施します。

子ども応援館
ふれあいひろば利用者8,027人
（大人3,399人、子ども4,628人）

A

番号 事業名 事　業　内　容 方向性 平成30年度　事業目標 平成30年度実施状況

30
年度
事業
進捗

2



基本施策２　子育て支援のネットワークづくり

子ども家庭支
援課

社会福祉協議
会

基本施策３　子育て情報の提供

市HP内「子育てするならふっさ」ペー
ジ等を活用しPRしていきます。（子ど
も育成課）

ホームページにおいて子ども家庭支援
センターの施設紹介、事業内容及び開
所日等の利用案内を掲載。

子ども家庭支援センター、ファミ
リー・サポート・センター、乳幼児
ショートスティ、児童虐待防止の講演
会等の最新情報を掲載していきます。
（子ども家庭支援課）

新規事業をはじめ、子育て支援に関す
る情報をＰＲした。

2
子育てハンド
ブックの配布

子育て中の保護者が、子育てサービスの
利用選択が十分にできるように、子育て
支援情報の提供を行います。

充実
掲載内容の改訂を行い、保護者の方に
必要なサービスの情報提供に努めま
す。　改訂版700部作成

改訂版832部作成。子ども家庭支援セ
ンター業務のほか、子育てに関する
様々な情報を掲載。毎年掲載内容を改
定し、子どものいる転入世帯、妊婦の
他子ども育成課や保健センター等の窓
口で配布。

Ａ
子ども家庭支
援課

担当課等

1
子育て支援情報
の発信

子育て支援情報の収集を行うとともに、
ホームページや広報の活用、パンフレッ
トの作製などにより、情報発信の充実を
図ります。

充実 Ａ 関係各課

番号 事業名 事　業　内　容 方向性 平成30年度　事業目標 平成30年度実施状況

1 地域組織化事業

地域住民や教育機関、保育機関、民生委
員・児童委員、ボランティア、その他民
間事業者等と行政が一体となって、地域
子育て支援ネットワークを構築します。
現在、保育団体連絡会があります。

継続

各関係機関の情報交換、子育て支援を
推進するための子育て情報の発信等を
行います。
子ども家庭支援課では、子育てに関す
るサークルやボランティア等へ活動場
所として子育て地域活動室の貸し出し
を行うなどの支援を行います。

子育て支援団体のネットワーク構築に
係る支援のあり方について検討を行っ
た。

Ａ

30
年度
事業
進捗

30年度C・D評
価の理由・課題

番号 事業名 事　業　内　容 方向性 平成30年度　事業目標 平成30年度実施状況

30
年度
事業
進捗

30年度C・D評
価の理由・課題

担当課等

3



基本施策４　相談機能の充実

健康課で育児相談、心理相談事業を継
続実施します。

育児相談　24回実施
心理相談　21回実施

福祉保健部

子ども家庭支援センターでは、子ども
と家庭からの身近な相談機関として、
子育て支援情報の提供、総合相談及び
支援を行います。

子どもと家庭の相談事業を実施した。 子ども家庭部

2 利用者支援事業

教育・保育施設や地域の子育て支援事業
等の保育サービスに関する情報の集約と
提供を行うとともに、子ども未就園児や
保護者が保育施設や事業を円滑に利用で
きるよう窓口や電話で相談に応じるなど
の支援を実施します。

新規
子ども育成課保育係にて、保育サービ
スに関する情報の集約と提供を行い、
相談に応じます。

市役所子ども育成課内の特定型(保育園
入園相談等)にて、窓口、電話等で相談
業務を実施した。

Ａ 子ども育成課

3
ふっさ子育てな
んでも相談

市民が利用しやすい場所において、育
児、発達、教育・保育等の子育てに関す
る様々な悩みや困りごとについて、ワン
ストップで相談が受けられる体制の整備
を実施します。

新規
子ども家庭支援センターが中心とな
り、関係部署との連携を図りながら出
張相談事業を実施します。

アウトリーチ型「子育てなんでも相
談」
12回実施　利用者151人
（大人71人、子ども80人）

Ａ
子ども家庭支
援課

4
子育て世代包括
支援センター事
業

妊産婦及び乳幼児の実情把握に努め、母
子保健と子育て施策との一体的な支援を
通じて、妊産婦、乳幼児及びその保護者
の健康の保持増進に関する包括的な支援
を行います。

Ｈ
30
～

新規

母子健康手帳の交付を行います。支援
プランを作成し、家庭の状況に応じて
必要な支援がスムーズに届くようにし
ます。臨床心理士等による相談支援の
ほか、保育施設等へ巡回訪問し発達に
関する各種相談に応じます。

母子健康手帳交付（421人）、転入妊
婦（33人）合計454人の妊婦に対し
個別面接による相談や支援プランに基
づき指導を実施した。
臨床心理士等による市内20園の巡回相
談は述べ185件、342人の園児に対し
相談対応を行った。

A 健康課

30
年度
事業
進捗

30年度C・D評
価の理由・課題

担当課等

1
各種相談事業の
充実

保健福祉に関する様々な相談が身近なと
ころで気軽にできるよう、窓口の充実に
努めるとともに、相談体制のネットワー
ク化を図ります。

継続 Ａ

番号 事業名 事　業　内　容 方向性 平成30年度　事業目標 平成30年度実施状況

4



施策の方向２　子育て世帯への経済的支援

基本施策１　経済的負担の軽減

1
未熟児養育医療
給付事業

未熟児で出生し、入院養育が必要と認め
られた方に対し、指定医療機関において
医療の給付を行います。

継続
申請件数　15件以下（申請状況により
15件以上の対応をします。）

申請件数　10件 A 健康課

2 児童手当
中学校修了前の児童を養育している方に
支給します。（所得制限あり）

継続
受給対象児童数　6,007人、支給額
789,600,000円

受給対象児童数　5,840人
支給額　764,490,000円

Ａ 子ども育成課

3
児童育成手当
（育成手当）

18歳に到達した年度末までの子どもを養
育しているひとり親家庭の父又は母（父
又は母に一定の心身障害がある場合を含
む）又は養育者に支給します。（所得制
限あり）

継続
受給対象児童数　1,081人、支給額
175,122,000円

受給対象児童数　1,014人
支給額　172,744,000円

Ａ 子ども育成課

4
児童育成手当
（障害手当）

20歳未満の、心身に一定の障害のある子
どもを養育している方に支給します。
（所得制限あり）

継続
受給対象児童数　69人、支給額
12,834,000円

受給対象児童数　48人
支給額　10,013,000円

Ａ 子ども育成課

5 児童扶養手当

18歳に到達した年度末までの子ども（一
定の心身障害を有する場合は20歳未満）
を養育しているひとり親家庭の父又は母
（父又は母に重度の心身障害がある場合
も含む）又は養育者に支給します。（所
得制限あり）

継続
受給対象者数　569人、支給額
278,460,000円

受給対象者数　515人
支給額　268,389,730円

Ａ 子ども育成課

6
特別児童扶養手
当

20歳未満で、心身の障害や疾病により、
日常生活に著しい制限を受ける子どもを
養育している父母又は養育者に支給しま
す。（所得制限あり）

継続
継続して、市において、適切な申請受
付を行い、東京都に送付します。

継続して、市において、適切な申請受
付を行い、東京都に送付します。

Ａ 子ども育成課

7
私立幼稚園就園
奨励費補助金

私立幼稚園に通園する園児の入園料及び
保育料の一部を、所得に応じて助成しま
す。

継続
対象人数265人に対し園児の入園料、
保育料の一部を助成し、保護者の経済
的負担を軽減します。

対象人数　246人
補助額　33,092,600円

A 子ども育成課

8
私立幼稚園保護
者補助金

私立幼稚園に通園する園児の保護者負担
軽減事業で、所得に応じて補助金を交付
します。

継続
対象延べ人数4,297人に対し補助金を
交付し保護者の経済的負担を軽減しま
す。

対象延べ人数　4,456人
補助額　28,217,100円

A 子ども育成課

30
年度
事業
進捗

30年度C・D評
価の理由・課題

担当課等番号 事業名 事　業　内　容 方向性 平成30年度　事業目標 平成30年度実施状況
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9
認証保育所利用
者補助金

認証保育所を利用されている方に、認可
保育所の保育料と公平にするため、その
差額を補助します。

継続
延べ260人に対して補助を行い保護者
間の公平性を図ります。

延べ　159人
補助額　3,470,850円

Ａ 子ども育成課

10
乳幼児医療費助
成制度

義務教育就学前の児童を養育している方
に、健康保険診療の自己負担額を助成し
ます。（所得制限なし）

継続
対象児童数　2,441人、　医療費助成
額　85,881,000円

対象児童数　2,508人
医療費助成額　82,784,378円

Ａ 子ども育成課

11
義務教育就学児
医療費助成制度

義務教育就学児（小学１年生から中学３
年生）を養育している方に、健康保険診
療の自己負担額を助成します。ただし、
通院の場合、保険診療の自己負担額のう
ち１回200円（上限額）が本人の負担と
なります。（所得制限なし）

継続
対象児童数　3,394人、　医療費助成
額　88,241,000円

対象児童数　3,424人
医療費助成額　80,183,123円

Ａ 子ども育成課

12
育成医療費助成
制度

18歳未満の児童で、一定の機能障害があ
り手術等により障害の改善が見込まれる
方に対し、健康保険診療の自己負担分を
助成します。ただし、１割分は本人負担
となります。（所得に応じた自己負担上
限額、及び所得制限あり）

継続
入院対象者10名、通院対象者9名
医療費助成額　1,645,000円

入院対象者4名、通院対象者3名
医療費助成額　324,384円

Ａ 子ども育成課

13
子育て支援カー
ド発行事業

市と市内の事業者（協賛店）が連携し、
協賛店利用時にカードを提示すること
で、特典が受けられる事業で、妊婦又は
中学生以下の子どものいる世帯の支援な
らびに地域活性化を図ります。

継続 対象世帯に対するカード発行率　40％

年度末時点
カード発行率　25.0％

赤ちゃんはじめての絵本事業、健康ま
つり、ホームページ等により事業ＰＲ
を行った。

Ａ 子ども育成課

14
就学援助費・特
別支援教育就学
奨励費支給事業

小・中学校、児童・生徒の学用品等扶助
として、学用品・給食費・修学旅行等の
費用を扶助します。

継続

支給額82,480,000円
一人当たりの支給金額を一部増額し、
要保護準要保護世帯の経済的負担を軽
減します。

支給額　78,915,481円 A 教育支援課

15
通学援助費支給
事業

固定学級、通級指導学級、日本語学級、
学校適応支援室入級者に対し通学援助費
を支給します。

継続
対象者23人、支給額535,000円
特別支援教育等の推進を図るとともに
保護者の経済的負担を軽減します。

対象者　21人
支給額　389,139円

A 教育支援課

16
修学旅行等補助
金交付事業

小・中学校の移動教室及び修学旅行等の
費用の一部を補助します。

継続
対象者1,654人、支給額14,228,000
円
保護者の経済的負担を軽減します。

対象者　1,515人
支給額　12,758,746円

A 教育支援課

番号 事業名 事　業　内　容 方向性 平成30年度　事業目標 平成30年度実施状況

30
年度
事業
進捗

30年度C・D評
価の理由・課題

担当課等
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施策の方向3　ひとり親家庭の自立支援の推進

基本施策１　ひとり親家庭等の自立支援の推進

1
児 童 育 成 手 当
（ 育 成 手 当 ）
（再掲）

18歳に到達した年度末までの子どもを養
育しているひとり親家庭の父又は母（父
又は母に一定の心身障害がある場合を含
む）に支給します。（所得制限あり）

継続
受給対象児童数　1,093人、支給額
177,066,000円

受給対象児童数　1,014人
支給額　172,744,000円

Ａ 子ども育成課

2
児 童 扶 養 手 当
（再掲）

18歳に到達した年度末までの子どもを養
育しているひとり親家庭の父又は母（父
又は母に一定の心身障害がある場合を含
む）又は養育者に支給します。（所得制
限あり）

継続
受給対象児童数　1,081人、支給額
175,122,000円

受給対象者数　515人
支給額　268,389,730円

Ａ 子ども育成課

3
ひとり親家庭等
医療費助成制度

18歳に到達した年度末までの子ども（一
定障害を有する場合は20歳未満）を養育
しているひとり親家庭等（父又は母に一
定の心身障害がある場合も含む）に対
し、医療費の全部または一部を助成しま
す。（所得制限あり）

継続
対象世帯数　589世帯、医療費助成額
37,936,000円

対象世帯数　557世帯
医療費助成額　33,782,603円

Ａ 子ども育成課

4
ひとり親家庭相
談

ひとり親家庭を対象に経済上の問題、児
童の養育・就学問題、就職の問題、その
他生活上の悩みごとなどの相談に応じま
す。

継続
各関係機関と連携し、相談と支援を実
施します。

各関係機関と連携し、相談・支援を実
施した。
相談件数：990件

Ａ
子ども家庭支
援課

5
ひとり親家庭
ホームヘルプ
サービス事業

ひとり親家庭であって、家事または育児
等の日常生活に支障をきたしている家庭
にホームヘルパーを派遣します。

継続
必要な人に適切な支援を実施します。
委託料　2,127,000円

必要な人に適切な支援を実施するにあ
たり、登録者数を増やすため制度の周
知に努めた。
委託料　2,009,930円

Ａ 子ども育成課

6
母子及び父子福
祉資金貸付事業

20歳未満の児童を扶養しているひとり親
家庭の母又は父に、事業開始、就学支
度、修学、転宅等に必要な資金の貸付け
をします。

継続
継続して、必要とする資金の貸付を行
います。

必要とする資金の貸付を継続して実
施。
貸付件数：21件

Ａ
子ども家庭支
援課

番号 事業名 事　業　内　容 方向性 平成30年度　事業目標 平成30年度実施状況

30
年度
事業
進捗

30年度C・D評
価の理由・課題

担当課等
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7
母子家庭等高等
職業訓練促進給
付金

母子家庭の母又は父子家庭の父が就業を
容易にするために必要な資格を取得する
ことを目的に、２年以上の養成機関で修
業をする場合、一定期間の訓練促進費を
支給して経済的支援を行います。

継続
支給額　5,746,000円
・平成29年度からの継続者　４名
・平成30年度新規見込者　　１名

本事業については、広報、ホームペー
ジ等で周知に努めた。
対象者３名　支給額 3,532,000円

Ａ
子ども家庭支
援課

8
母子家庭等自立
支援教育訓練給
付金

母子家庭の母又は父子家庭の父の主体的
な能力開発の取組みを支援するために、
就業を目的とした教育訓練に関する講座
を受講し、修了した場合受講料の一部を
支給します。

継続 対象者２名、　支給額200,000円
広報、ホームページ等で周知に努め
た。
申請者 １名　支給額 　200,000円

Ａ
子ども家庭支
援課

9

ひとり親家庭高
等学校卒業程度
認定試験合格支
援給付金

ひとり親家庭の自立や生活の安定を図る
ため、ひとり親の親等の学び直しを支援
し、よりよい条件で就職や転職できるよ
う高等学校卒業程度認定試験合格のため
の対策講座受講費用の一部を支給しま
す。

H29
～

新規
対象者１名、　支給額150,000円

事業周知の案内を現況届けに同封した
ほか、ＨＰにも事業概要を掲載。
相談は１件あったが、支給実績にはつ
ながらなかった。

Ａ
子ども家庭支
援課

寡婦（寡夫）控除のみなし適応を行っ
た。みなし適応0件

子ども育成課

市営住宅使用料については、公営住宅
法の改正により、みなし適応ではな
く、寡婦控除の対象者として算定して
いる。

まちづくり計
画課

担当課等番号 事業名 事　業　内　容 方向性 平成30年度　事業目標 平成30年度実施状況

30
年度
事業
進捗

30年度C・D評
価の理由・課題

Ａ10

非婚のひとり親
家庭に対する寡
婦（寡夫）控除
のみなし適応

税法上の寡婦（寡夫）控除の対象となら
ない婚姻歴の無いひとり親家庭に対し
て、婚姻歴の有無による不平等を無くす
観点から寡婦（寡夫）控除のみなし適応
を行い、保育料、学童クラブ育成料、幼
稚園就園奨励費補助金、幼稚園児保護者
負担軽減補助金及び市営住宅使用料を算
定します。

新規

婚姻歴の有無による不平等を無くす観
点から寡婦（寡夫）控除のみなし適応
を行い、保育料、学童クラブ育成料、
幼稚園就園奨励費補助金、幼稚園児保
護者負担軽減補助金及び市営住宅使用
料を算定します。
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施策の方向４　特別な配慮が必要な子育て家庭への支援の充実
基本施策１　児童虐待防止策の充実

1
児童虐待防止の
ネットワークづ
くり

要保護児童対策地域協議会を活用して、
児童虐待の未然防止、早期発見と早期対
応の取組みを目指し、関係機関との連携
による児童虐待防止のネットワークづく
りを進めます。

継続

要保護児童対策地域協議会代表者会議
２回、実務担当者会議4回、ケース会議
を随時開催し関係機関の連携を図りま
す。
また、関係者向け研修会、市民対象の
講演会を開催し児童虐待防止の推進を
図ります。
平成26年度に作成した要保護児童支援
マニュアルを活用し、ネットワークの
強化に努めます。

要保護児童対策地域協議会代表者会議
を2回、実務担当者会議を4回開催し、
関係機関の連携を図った。
また、関係者向け研修会、市民対象の
講演会を開催し児童虐待防止の推進を
図った。

平成31年１月24日付けで、福生警察
署と「児童虐待の未然防止と早期発見
に向けた情報共有等に関する協定」を
締結し、一層の連携強化を図った。

Ａ
子ども家庭支
援課

2
児童虐待防止マ
ニュアル等の活
用

児童虐待への対応マニュアル、ポスター
等を作成し虐待防止に努めます。また、
市民向けの児童虐待等防止のためのリー
フレットを用いて、児童虐待の未然防
止、早期発見に努めます。

充実
要保護児童対応マニュアルを活用し、
虐待の未然防止、早期発見に努めま
す。

11月の児童虐待防止推進月間を中心に
広報・ホームページ等で虐待防止に関
する記事を掲載し周知に努めた。
また、福祉まつりなど市民が多く集ま
る場で虐待通告に関するＰＲを行っ
た。

Ａ
子ども家庭支
援課

3
乳児家庭全戸訪
問事業

乳児のいるすべての家庭を訪問すること
により、子育てに関する情報の提供、乳
児及びその保護者の心身の状況や養育環
境の把握、養育についての相談を行いま
す。

継続

訪問率100％に努めます。
必要な家庭には、子ども家庭支援セン
ターの相談員も同行訪問を行い、相談
や支援を行います。

家庭訪問対象367件に対し、358件の
家庭訪問を実施した。　訪問率97.5％

A 健康課

4
育児支援家庭訪
問事業

児童の養育を行うために支援が必要であ
りながら、何らかの理由により子育てに
係るサービスが利用できない家庭に対
し、職員が訪問し、養育に関する専門的
な相談指導・助言を行います。また、家
事等の援助についてはヘルパーを派遣
し、見守りが必要な妊婦や家庭に対する
支援の充実を図っていきます。

充実
支援の必要な家庭に育児支援家庭訪問
事業を実施します。
委託料　800,000円

支援の必要な家庭に育児支援家庭訪問
事業を実施した。
利用者１件　ヘルパー派遣回数25回

Ａ
子ども家庭支
援課

平成30年度実施状況

30
年度
事業
進捗

30年度C・D評
価の理由・課題

担当課等番号 事業名 事　業　内　容 方向性 平成30年度　事業目標
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基本施策２　障害児施策の充実

1

障害者（児）短
期入所サービス
（ショートステ
イ）

在宅の心身障害者（児）が保護者又は家
族の疾病等の事由により、家庭における
介護を受けることが困難になった場合に
施設等で一時的に利用することができま
す。

継続
必要な人に適切な支援を実施します。
延べ給付者数　348人
給付金額　30,096,000円

必要な人に適切な支援を実施しまし
た。
延べ給付者数　489人
給付金額　35,462,207円

A 障害福祉課

2
点字図書の給付
（日常生活用具
給付事業）

視覚障害者に対して点字図書を給付する
ことにより、点字図書による情報入手を
容易にします。

継続

点字図書、デイジー図書、大活字図書
の給付希望者に給付
一般図書の購入価格相当額との差額を
給付

点字図書、デイジー図書、大活字図書
の給付希望者に給付できるようにしま
した。
一般図書の購入価格相当額との差額を
給付
申請なし

Ｂ 障害福祉課

3

障害者（児）居
宅介護サービス
（ホームヘル
プ）

介護を必要とする心身障害者（児）に対
し、身体介護、家事援助など日常生活を
支援するホームヘルパーを派遣します。

継続
必要な人に適切な支援を実施します。
延べ給付者数　1,287人
給付金額　66,978,000円

必要な人に適切な支援を実施しまし
た。
延べ給付件数　1,284件
給付金額　77,649,062円

Ａ 障害福祉課

4
日常生活用具給
付等事業

在宅の心身障害者（児）に対し、特殊寝
台等の日常生活用具を給付又は貸与し、
日常生活を支援します。

継続
必要な人に適切な支援を実施します。
給付件数　1,313件
給付金額　14,400,000円

必要な人に適切な支援を実施しまし
た。
給付件数　1,058件
給付金額　11,191,037円

Ｂ 障害福祉課

5
障害者（児）お
むつ等助成事業

常時臥床の状態又はこれに準ずる状態の
心身障害者（児）におむつ等を助成しま
す。

継続
必要な人に適切な支援を実施します。
給付者数　65人
給付金額　5,176,000円

必要な人に適切な支援を実施しまし
た。
給付者数　64人
給付金額　3,343,361円

A 障害福祉課

6
小児精神障害者
入院医療費助成

精神科の入院治療を必要とする18歳未満
の者に対し入院医療費を助成します。

継続
精神科病床における入院医療費につい
ての自己負担額を一部助成します。

精神科病床における入院医療費につい
ての自己負担額を一部助成しました。

A 障害福祉課

7

生活介護・地域
活動支援セン
ター「れんげ
園」の運営

就業が困難な心身障害者（児）に対し、
社会的自立に必要な訓練、指導を行うと
ともに、創作的活動又は生産活動の機会
を提供します。

継続
必要な人に適切な支援を実施します。
地域活動支援センター延べ給付件数
64件

必要な人に適切な支援を実施しまし
た。
地域活動支援センター延べ給付件数
35件

B 障害福祉課

8
日中一時支援事
業の実施

障害者（児）の日中における活動・訓練
の場を確保し、在宅で介護をしている家
族の一時的な休息を支援する日中一時支
援事業を実施します。

継続
必要な人に適切な支援を実施します。
延べ給付者数　12人
給付金額　221,800円

必要な人に適切な支援を実施しまし
た。
延べ給付件数　　5件
給付金額　23,045円

Ｂ 障害福祉課

番号 事業名 事　業　内　容 方向性 平成30年度　事業目標 平成30年度実施状況

30
年度
事業
進捗

30年度C・D評
価の理由・課題

担当課等
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9
通級指導学級
（情緒障害）の
設置

小中学校に設置した通級指導学級で、自
閉症や注意欠陥・多動性障害、心因的な
不登校等情緒的な課題のある児童・生徒
への特別な教育的支援を行います。

継続

福生第一中学校に自閉症・情緒障害特
別支援学級を新たに設置し、児童・生
徒に対して、更にきめ細かく個別の教
育的支援を行います。

中学校の通級指導学級において必要な
教材やパーテーション等個別指導に必
要な備品を整備し、更に充実させた。
また、福生第一中学校に設置した自閉
症・情緒障害特別支援学級には4人在
籍し個別の指導が必要な生徒に支援が
広がった。

A 教育支援課

10
教育・保育施設
での障害児の受
け入れ

幼稚園、認定こども園、保育所では、集
団生活になじむことが可能な障害児を受
け入れ、健常児とともに幼児教育、集団
保育を実施することにより、健全な社会
性の成長発達を促進します。また、障害
児を抱える保護者の就労を支援します。

継続
市内保育施設16園、市内幼稚園４園で
受け入れを行い、集団保育を実施しま
す。

市内3幼稚園、認可保育所14箇所で受
け入れを行った。

A 子ども育成課

11
学童クラブの障
害児受入

全ての学童クラブにおいて、集団生活に
なじむことが可能で、かつ通所すること
ができる障害児を受入れます。

継続
市内学童クラブ12箇所において、積極
的な障害児の受入を行います。

市内学童クラブ12箇所で実施

障害児51人の受入を行った。
Ａ 子ども育成課

12
重度身体障害者
（児）住宅設備
改善費給付事業

重度身体障害者（児）に対して、住宅の
設備改善に要する経費を給付し、自立し
た在宅生活が送れるよう支援します。

継続
必要な人に適切な支援を実施します。
給付件数　３件
給付金額　1,973,000円

対象となる方に、事業の案内をするな
ど周知を図りましたが、申請はありま
せんでした。

Ｂ 障害福祉課

13
児童館における
障害児対象事業

障害児に集団で遊ぶ機会を与え、その遊
びを通して社会性の基礎を養うととも
に、孤立しがちな保護者同士の交流を図
り、親子が共に成長できる機会を提供し
ます。また、兄弟姉妹への支援も行いま
す。

継続

児童館3館で実施します。
障害児放課後デイサービス「歩っ歩」
の利用児童・生徒と児童館利用の児童
生徒との交流事業を実施し、集団で遊
ぶ機会を提供します。
３館合同で出張児童館事業を実施しま
す。

障害児対象３館合同事業を実施　４回
余暇活動ひろば GOGOクラブ
参加延べ人数　30人

Ａ 子ども育成課

14 障害児相談事業

障害児に関する知識と経験を持つ専門職
員を地域子育て支援事業を実施する施設
等に配置し、障害児が社会で自立できる
よう継続的な相談や支援をします。

継続

障害児に関する知識と経験を持つ専門
職員が必要なことから、障害福祉課や
子ども家庭支援センター等が実施する
他の相談事業と連携することによる相
談体制の充実を検討していきます。

児童館３館で子育て相談事業実施、年
３回保健師による相談事業実施

Ａ 子ども育成課

15
障害児の入浴
サービス

自宅の浴室等で入浴困難な在宅の重度身
体障害児に福祉センターの特殊浴槽を活
用した入浴サービスを提供し、身体の清
潔を保つとともに、家族の介護等の軽減
を図ります。

継続
必要な人に適切な支援を実施します。
延べ給付件数　  １件
給付金額　　 ５,000円

必要な人に適切な支援を実施できるよ
うにしました。
申請なし

Ｂ 障害福祉課

番号 事業名 事　業　内　容 方向性 平成30年度　事業目標 平成30年度実施状況

30
年度
事業
進捗

30年度C・D評
価の理由・課題

担当課等

11



16
重度身体障害者
（児）訪問入浴
サービス

自宅の浴室等で入浴することが困難な在
宅の重度身体障害者（児）の身体の清潔
の保持と心身機能の維持等を図るため、
自宅等に入浴車を派遣し、訪問入浴サー
ビスを提供します。

継続
必要な人に適切な支援を実施します。
延べ給付件数　93件
給付金額　1,143,000円

必要な人に適切な支援を実施しまし
た。
延べ給付件数　65件
給付金額　897,780円

B 障害福祉課

17
児童発達支援事
業

日常生活における基本的な動作の指導、
知識技術の付与、集団生活への適応訓練
を行います。

継続
必要な人に適切な支援を実施します。
延べ給付者数　79人
給付金額　4,310,000円

必要な人に適切な支援を実施しまし
た。
延べ給付件数　157件
給付金額　13,491,401円

A 障害福祉課

18
医療型児童発達
支援事業

肢体不自由の障害児に対して日常生活に
おける基本的な動作の指導、知識技術の
付与、集団生活への適応訓練及び治療を
行います。

継続
治療を行いながら、動作指導等適応訓
練のサービスを提供します。

治療を行いながら、動作指導等適応訓
練のサービスを提供できるようにしま
した。

A 障害福祉課

19
放課後等デイ
サービス

放課後・休日や夏休み等の長期休暇中
に、生活能力向上のために必要な訓練、
社会との交流の促進等の支援を行いま
す。

継続
必要な人に適切な支援を実施します。
延べ給付者数　735人
給付金額　49,286,000円

必要な人に適切な支援を実施しまし
た。
延べ給付件数　870件
給付金額　75,315,802円

A 障害福祉課

20 補装具費の交付

身体機能を補完し、又は代替し、かつ、
長期間にわたり継続して使用されるもの
で義肢、装具、車椅子等を給付又は貸与
し、日常生活を支援します。

継続
必要な人に適切な支援を実施します。
給付件数　137件
給付金額　14,999,000円

必要な人に適切な支援を実施しまし
た。
給付件数　133件
給付金額　13,165,934円

A 障害福祉課

21
自動車ガソリン
券費用の助成

心身障害者（児）が日常生活の利便およ
び拡大を図るため利用する自動車のガソ
リンの費用の一部を助成します。

継続
必要な人に適切な支援を実施します。
助成人数　489人
助成金額　8,875,200円

必要な人に適切な支援を実施しまし
た。
助成人数　437人
助成金額　7,843,000円

Ａ 障害福祉課

22
中等度難聴児発
達支援事業

両耳の聴力レベルが30ｄＢ以上であり、
身体障害者手帳交付の対象となる聴力で
はないが、補聴器の装用により、言語の
習得等一定の効果が期待できる児童に対
し、購入費の一部を助成します。

継続
必要な人に適切な支援を実施します。
利用台数　２台
助成金額　274,000円

必要な人に適切な支援を実施できるよ
うにしました。
申請なし

Ｂ 障害福祉課

23
保育所等訪問支
援

保育所等を利用中の障害児に対して、利
用する保育所等を訪問し、集団生活への
適応のための専門的な支援を行います。

継続
保育所等内での集団活動に適応できる
よう、個の特性に合わせた対応方法の
助言、支援を行います。

保育所等内での集団活動に適応できる
よう、個の特性に合わせた対応方法の
助言、支援を行えるようにしました。
申請なし

Ｂ 障害福祉課

番号 事業名 事　業　内　容 方向性 平成30年度　事業目標 平成30年度実施状況

30
年度
事業
進捗

30年度C・D評
価の理由・課題

担当課等
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市内保育園・幼稚園の年長児を対象
に、教育支援チーム「つむぎ」の４名
の臨床心理士が発達の側面から特別支
援教育を必要とする児童の早期発見の
ため、巡回相談を実施します。また学
童クラブはこころの支援チーム「つば
さ」の３名の臨床心理士が巡回相談を
実施します。

保育園・幼稚園には、就学相談に基づ
く個別巡回相談を実施した。子育て世
代包括支援センターとも連携し、行動
観察および保育士や保護者への助言と
共に課題を見取り、35名の就学相談に
対応した。学童クラブは学期に１回の
巡回を実施し、指導者への助言を行う
と共に必要に応じて、情報を学校につ
なげ、解決への連携を図った。

教育支援課

教育支援課が行う、臨床心理士による
保育施設16園、幼稚園4園、学童クラ
ブ10か所への巡回相談が、円滑に実施
できるよう、連絡・調整等の支援を行
います。
また、子ども家庭支援センターでは、
保育所・幼稚園、小中学校等を巡回訪
問し、子どもと家庭に関する相談に応
じます。

保育園16園、幼稚園4園へ巡回相談を
年３回実施した。

子ども育成課

子ども家庭支
援課

25
医療的ケア児支
援事業（保育
園）

特別な支援を必要とする児童に対し、必
要な支援を実施し、十分な保育を受けら
れる環境を整備します。

H29
～

新規

医療的ケアが必要な児童に対し、適切
な支援を実施するため保育園に看護師
を派遣します。

対象者１名に対し、延べ66回の派遣を
行った。

Ａ 子ども育成課

基本施策３　外国人家庭に対する対応

1
外国籍保護者の
ための日本語通
訳事業

日本語能力の不十分な外国籍保護者に対
して、通訳者を配置し、母国語で相談・
支援を実施します。

継続

英語・タイ語・スペイン語・中国語・
ネパール語・タガログ語・フランス語
の通訳者を派遣し、母国語による相談
支援を行います。

外国籍の保護者に対して通訳者を派遣
し、相談・支援を行った。
派遣実績：13回（1回1時間）、４カ
国語

Ａ
子ども家庭支
援課

2
日本語適応指導
事業

日本語指導が必要な児童・生徒に対し
て、日本語適応支援員を配置する等し
て、ニーズに応じた支援を行います。

継続

日本語能力が不十分な児童・生徒の日
本語学習及び通常教科の学習指導等の
充実を図るとともに、通訳等を必要と
する保護者を支援するために日本語適
応支援員を配置します。

日本語能力が不十分な児童・生徒の日
本語学習及び通常教科の学習指導等の
充実を図るとともに、通訳等を必要と
する保護者を支援するために日本語適
応支援員を配置した。

A 教育指導課

番号 事業名 事　業　内　容 方向性 平成30年度　事業目標 平成30年度実施状況

30
年度
事業
進捗

30年度C・D評
価の理由・課題

担当課等

番号 事業名 事　業　内　容 方向性 平成30年度　事業目標
30年度C・D評
価の理由・課題

担当課等

24
臨床心理士の巡
回相談

臨床心理士が保育所・幼稚園・学童クラ
ブ等を巡回訪問し、子どもの発達等に関
する問題について、保護者、職員から直
接相談を受け、個別支援から就学支援に
向けた取り組みを行います。

継続 A

平成30年度実施状況

30
年度
事業
進捗

13



3
多言語によるパ
ンフレットの作
成

外国人家庭に対して、市が発行する各種
パンフレットの外国語版（英語・中国
語・韓国語・スペイン語・ポルトガル語
等）を作成します。

継続

市が発行する各種パンフレットの外国
語版（英語・中国語・韓国語・スペイ
ン語・ポルトガル語等）を作成するこ
とで、外国人家庭に対する支援を行い
ます。

福生七夕まつりや桜まつりのパンフ
レットの英語版を作成して外国人の来
場者に配布を行った。

A 全課

4
テレビ電話多言
語通訳サービス

日本語を話すことができない外国の方に
対して、タブレット端末を利用した同時
通訳が可能なテレビ電話多言語通訳サー
ビスを行います。
※平成31年２月現在12か国語に対応

H30
～

新規

日本語を話すことができない外国の方
と、テレビ電話多言語通訳サービスを
活用し、通訳者を介して対話し、職員
との円滑な意思疎通を図ります。

15回、計142分の利用があった。 Ａ 総合窓口課

施策の方向５　子どもの放課後の居場所づくり
基本施策１子どもの居場所づくり

児童館において、中高生対象事業を実
施します。

児童館３館で実施
中高校生対象事業7事業
（延べ参加人数　273人）
小学生対象事業　40事業
（延べ参加人数　4,294人）
全年齢対象事業　33事業
（延べ参加人数　2,757人）

子ども育成課

夏休み等を利用して自然体験教室など
子どもたちを対象とした講座・教室等
（７コース）を実施します。

・ジュニア自然体験教室　６回　延べ
参加者数96人
・夏休み子ども草笛教室　２回　延べ
参加者数32人
・松林分館夏休み子ども教室　７回
延べ参加者数91人
・松林分館冬休み子ども教室　１回
参加者数15人
・子どものための食育講座　７回　延
べ参加者数78人
・わくわく科学教室　１回　参加者数
21人
・夏休み　子どもの陶芸教室　5回
延べ参加者数43人
・熊川分水たんけん隊　１回　参加者
数20人
・白梅ボードゲーム教室　２回　延べ
参加者数33人
　計９コース32回　延べ参加者数
429人

公民館

番号 事業名 事　業　内　容 方向性 平成30年度　事業目標 平成30年度実施状況

30
年度
事業
進捗

30年度C・D評
価の理由・課題

30
年度
事業
進捗

30年度C・D評
価の理由・課題

担当課等

1
児童館・公民館
事業の充実

児童館、公民館などを活用し、子ども、
特に中学生、高校生を対象とした居場所
づくりを進めます。

充実 Ａ

番号 事業名 事　業　内　容 方向性 平成30年度　事業目標 平成30年度実施状況

担当課等

14



2
公園、児童遊園
等の整備

子どもが自然とのふれあいや遊びを通し
て成長できるよう、公園や児童遊園の整
備充実に努めます。

継続

現状の公園施設を総点検し、公園施設
の性格や機能ごとに維持管理する基本
的な考え方をまとめた維持管理方針の
作成に取り組みます。

平成29年度に引き続き、公園施設の総
点検を実施しました。

A 施設公園課

3
図書館事業の充
実

図書館専用ホームページを利用し、イン
ターネットにより乳幼児・児童・中高生
へ図書館情報を発信します。

充実

福生市立図書館基本計画、第三次福生
市子ども読書活動推進計画に基づき、
各種事業に取り組みます。図書館ホー
ムページを利用し、各種事業・図書館
からのおすすめ本・すいせん図書情報
や、中高校生作成新聞の情報を発信し
ます。
「いろは新聞」の発行：年３回

図書館ホームページを利用し、各種事
業・図書館からのおすすめ本・すいせ
ん図書情報や、中高校生作成新聞の情
報を発信した。「いろは新聞」の発
行：年２回

B 図書館

4
プレイパーク
（冒険遊び場）
の創造

従来の公園活用方法と異なり、子どもた
ちの自己責任のもとで創造力を工夫して
遊びを創り出す、プレイパークの在り方
や、既存の公園などの活用について市民
との協働で検討します。

検討

市民により構成される「プレイパーク
を創る会」と連携し、プレイパークの
常設化に向けた検討を行います。また
検討過程として隔月で１日プレイパー
クを実施します。１日プレイパークの
実施回数：６回

一日プレイパークの実施
多摩川中央公園　１回実施
中福生公園　5回実施

Ａ 子ども育成課

5 学童クラブ事業

小学校生を対象に市内12クラブで放課後
対策として、学童クラブを実施します。
軽度の障害児の受入を充実します。ま
た、ふっさっ子の広場事業との連携を図
るとともに公共施設の活用について検討
します。

充実 積極的な児童の受入を行います。

12箇所　293日開所
受入可能児童数　　　 　779人
月平均登録児童数　　 　703人
障害児受入　　　　　　   51人
年度末時点入所保留児　    ０人

Ａ 子ども育成課

6
学童クラブの延
長育成事業

市内全12クラブで実施します。 継続

12学童クラブで延長育成事業を実施し
ます。
定期利用　（午後6時～午後7時）
不定期利用（午前8時～午前8時30
分）
　　　　　（午後6時～午後6時30
分）
　　　　　（午後6時30分～午後7
時）
春・夏休み定期利用
　　　　　（午前8時～午前8時30
分）
指定管理者自主事業として、午後７時
～午後８時の延長育成も実施し、また
学校休業日には朝７時30分～８時まで
の延長育成も行います。

12学童クラブで延長育成事業を実施
利用状況：定期利用
（午後6時～午後7時）延べ658回
不定期利用
（午前8時～午前8時30分）延べ784
回
（午後6時～午後6時30分）延べ
2239回
（午後6時30分～午後7時）延べ549
回
春・夏休み定期利用
（午前8時～午前8時30分）延べ607
回
指定管理者自主事業として、
午後７時～午後８時の延長育成も実施
した。

Ａ 子ども育成課

30
年度
事業
進捗

30年度C・D評
価の理由・課題

担当課等番号 事業名 事　業　内　容 方向性 平成30年度　事業目標 平成30年度実施状況
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7
ふっさっ子の広
場事業

学校施設を活用し、安全な見守りのも
と、多くの友だちや異学年との関わりの
中で、集団ルール等の社会性や自主性、
協調性などを身につけ、子どもたち一人
一人を健やかに育てていきます。また、
学童クラブ事業との連携を図ります。

充実

安全な見守りのもと、多くの友だちや
異学年との関わりの中で、集団ルール
等の社会性や自主性、協調性などを身
につけ、子どもたち一人ひとりを健や
かに育てていくことを目的に、更なる
事業の充実を図ります。

登録サポーターによるイベントの増
加・充実
職員のスキルアップを図る研修・各種
講演会等の実施、参加
放課後子ども総合プランに基づく学童
クラブ事業との連携

登録児童数 2,221名
登録サポーター（ボランティア）数
778名
登録サポーター前年度比、58名増

学童クラブ事業との連携を図るため、
合同の研修、イベントを実施した。
合同職員研修・視察　1回実施
合同イベント　全校にて実施

A
生涯学習推進
課

8 福生水辺の楽校

子どもたちの居場所でもある「川の志民
館」を活動拠点とし、水辺の体験学習や
環境学習を通じて、子どもたちが自然と
環境の大切さを体感することができる機
会の充実を図るとともに、豊かな人間性
を育むために「福生水辺の楽校事業」を
推進します。

継続

福生水辺の楽校「多摩川で遊ぼう」を
12回実施。参加者延べ550人以上とし
ます。
福生水辺の楽校「多摩川サポーター
ズ」を4回実施。参加者延べ98人以上
とします。

福生水辺の楽校「多摩川で遊ぼう」を
11回実施　参加者延べ607人
福生水辺の楽校「多摩川サポーター
ズ」を３回実施　参加者野部1人
（※「多摩川で遊ぼう」は増水等でプ
ログラム変更２回、雨天で１回中止。
「多摩川サポーターズ」は増水で１回
中止。）

Ａ 環境課

9
子どもの学習支
援事業

生活困窮世帯、被保護世帯の子どもに対
して、学習支援やその他の教育支援、生
活支援を実施し、貧困の連鎖を防止しま
す。

継続

週1回の学習支援及び居場所の提供を実
施することにより、生活困窮世帯、被
保護世帯の子どもの学習意欲、基礎学
力の向上や、日常生活習慣の改善を図
ります。

子どもの学習支援事業を、特定非営利
活動法人青少年自立援助センターへ委
託をして実施し、延べ51人・53回に
わたり学習支援を行った。

Ａ 社会福祉課

番号 事業名 事　業　内　容 方向性 平成30年度　事業目標 平成30年度実施状況

30
年度
事業
進捗

30年度C・D評
価の理由・課題

担当課等
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基本目標２　母と子の健康を守り増進する

施策の方向１　子どもや母親の健康の確保

基本施策１　妊娠・出産・育児に対する不安の解消

1
母子健康手帳交
付

母子健康手帳交付時は、保健師が面接
し、相談指導を実施します。また、母子
健康手帳は、妊産婦健康診査、乳幼児健
康診査の結果及び予防接種の記録等を記
載し、後の保健指導等の参考とします。

継続
妊娠届出をした妊婦全員へ母子健康手
帳を交付し、相談指導を行います。

421人に対して母子健康手帳を交付
し、全員に対し個別面接による相談や
指導を実施した。

A 健康課

2 パパママクラス
妊婦及び配偶者等を対象に出産や育児に
関する正しい知識の啓発と普及を図りま
す。

継続
1コース5回×６コース実施　参加者
450人

これから赤ちゃんを迎える妊婦及びそ
の家族に対して６コース（各コース5
日間）実施し、参加延べ人数は440
人。

A 健康課

3
妊産婦・新生児
訪問指導

妊産婦の心や身体の相談、子どもの発育
や育児等、助産師や保健師が家庭を訪問
し相談に応じます。

継続 訪問率100％に努めます。
妊産婦363人（産婦351人、妊婦12
人）、新生児358人に対して訪問指導
を行った。産婦における訪問率95.6％

A 健康課

4
低出生体重児の
届出・未熟児訪
問指導

未熟児の育児上重要な事項について、家
庭訪問のうえ、適切な指導・助言を行い
ます。

継続
低出生体重児および未熟児に対して全
数訪問します。

低出生体重児の届出22件
未熟児訪問指導　11回

A 健康課

5
乳児家庭全戸訪
問事業（再掲）

乳児のいるすべての家庭を訪問すること
により、子育てに関する情報の提供、乳
児及びその保護者の心身の状況や養育環
境の把握、養育についての相談を行いま
す。

継続 訪問率100％に努めます。
家庭訪問対象367件に対し、358件の
家庭訪問を実施した。　訪問率97.5％

A 健康課

6 子育て教室
子どもの保護者を対象に子育て教室を開
催し、知識の啓発と普及を図るとともに
相談指導を行います。

継続

子育て中の保護者に対し、次の事業を
行います。
すくすくベビークラス　ねんねの頃年
４回実施　おすわりの頃年3回実施　参
加者133人以上
講演会　年３回　参加者105人以上

すくすくベビークラスを7回実施し、
保護者80人参加
講演会3回開催　大人120人参加

A 健康課

7 育児相談
乳幼児の保護者を対象に助産師、保健
師、栄養士による育児相談を実施しま
す。

継続
保健センターおよび子ども応援館で実
施します。
年22回実施

21回実施し、相談人数延べ265人 A 健康課

8 心理相談
１歳６か月・３歳児健康診査時に臨床心
理士による子ども相談を実施します。

継続 年24回実施 24回実施し、相談人数延べ83人 A 健康課

番号 事業名 事　業　内　容 方向性 平成30年度　事業目標 平成30年度実施状況

30
年度
事業
進捗

30年度C・D評
価の理由・課題

担当課等
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9
三歳児経過観察
健康診査（子ど
もグループ）

幼児がグループで遊ぶ機会を設け、成長
度、発達度等を観察し、適切な指導を行
います。

継続 年36回実施　参加者延べ400人以上
36回実施
参加者　407人（大人210人、子供
197人）

A 健康課

10
里帰り出産等の
妊婦健診費用助
成

里帰り等で、妊婦健康診査受診票が使用
できない医療機関（助産所を含む）で妊
婦健康診査を受診した方で、受信日に市
内在住の方は、妊婦健康診査費助成金が
交付されます。

継続 申請に基づき、交付します。
里帰り等妊婦健康診査受診件数　延べ
252件

Ａ 健康課

11
赤ちゃん・ふ
らっと事業

市内公共施設内に、授乳やおむつ替えの
ために気軽に立ち寄れるスペースを提供
します。屋外イベント開催時には、簡易
おむつ交換台などの備品を貸し出しま
す。

継続 市内公共施設内　10ヵ所で実施 市内公共施設内10ヵ所で実施した。 Ａ 子ども育成課

12
産前・産後支援
ヘルパー事業

育児、家事等の支援を必要とする妊産婦
のいる世帯に対して、家事等の援助を行
うヘルパーの派遣を行います。

新規

産前・産後支援ヘルパーが訪問し、産
前・産後の生活をサポートすること
で、家族の精神的・肉体的負担を軽減
し、安心して子どもを産み育てること
が出来る子育て支援の充実を図りま
す。また、孤独な子育てをしている家
庭の掘り起こし等の早期発見に努めま
す。

広報、ホームページや妊娠届出時、パ
パママクラスなどでＰＲを行った。
利用件数　８件
派遣日数　153日

Ａ
子ども家庭支
援課

13
出産・子育て応
援事業

保健師等が福生市内の全ての妊婦と面接
を行い、心身や家庭の状況、子育て支援
のニーズを把握し、必要に応じた支援を
行うとともに、育児ギフトを贈呈しま
す。

新規

妊娠期から専門職が関わることで、出
産・子育てに関する不安を軽減を図
り、妊産婦・乳幼児の心身の健康の保
持・増進に努めます。

376件 A 健康課

14
Welcome Baby
ファイルキット
の配布

子育て世代包括支援センターで母子手帳
を交付する際、出生届のコピーを挟み込
めるファイルキットを配布します。

H30
～

新規

お子様の健やかな成長を願い、出生届
のコピーを挟み込むことでお誕生の喜
びをいつまでも保存できるよう実施し
ます。

母子健康手帳交付時に、459枚の配布
を行った。

Ａ 総合窓口課

番号 事業名 事　業　内　容 方向性 平成30年度　事業目標 平成30年度実施状況

30
年度
事業
進捗

30年度C・D評
価の理由・課題

担当課等
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基本施策２　子どもや母親の健康づくり

1
母子保健連絡協
議会

母子保健連絡協議会において、母子保健
に関する基本的事項を協議し、母子保健
施策の効果的な推進を図ります。

継続 年２回実施します。
２回開催し、母子保健の現状報告及び
協議を行い、情報の共有を図った。

A 健康課

2
母子健康手帳交
付（再掲）

母子健康手帳交付時は、保健師が面接
し、相談指導を実施します。また、母子
健康手帳は、妊産婦健康診査、乳幼児健
康診査の結果及び予防接種の記録等を記
載し、後の保健指導等の参考とします。

継続
妊娠届出をした妊婦全員へ母子健康手
帳を交付し、相談指導を行います。

421人に対して母子健康手帳を交付
し、全員に対し個別面接による相談や
指導を実施した。

A 健康課

3 妊婦健康診査
母子健康手帳交付時に受診を勧奨し、妊
婦の疾病等の早期発見、早期治療を目的
に実施します。

継続
妊娠届出をした妊婦全員に実施しま
す。

妊婦健康診査受診件数　延べ4,973件
超音波受診件数　延べ395件
子宮頸がん受診件数　延べ396件

A 健康課

4
妊婦歯科健康診
査

母親学級の開催に併せて、妊婦歯科健康
診査を実施します。

継続
年６回実施　受診者50人以上としま
す。

６回実施　受診者33人 B 健康課

5
妊産婦・新生児
訪問指導（再
掲）

妊産婦の心や身体の相談、子どもの発育
や育児等、助産師や保健師が家庭を訪問
し相談に応じます。

継続 訪問率100％に努めます。
妊産婦363人（産婦351人、妊婦12
人）、新生児358人に対して訪問指導
を行った。産婦における訪問率95.6％

A 健康課

6 産婦健康診査
産婦の疾病等の早期発見、早期治療を目
的に３か月児健康診査と同時に実施しま
す。

継続
年12回実施　受診率97％以上としま
す。

12回実施　受診率94.5％ A 健康課

7 乳幼児健康診査
乳幼児を対象に身体測定、診察、栄養相
談などを総合的に行い疾病等の早期発見
に努め、適切な指導を行います。

継続

３か月児　受診率100％に努めます。
６か月児　受診率100％に努めます。
９か月児　受診率100％に努めます。
１歳６か月児　受診率100％に努めま
す。
３歳児　　受診率100％に努めます。

３か月児　受診率96.0％
６か月児　受診率83.0％
９か月児　受診率78.9％
１歳６か月児　受診率93.7％
３歳児　　受診率93.2％

B 健康課

8
乳幼児経過観察
健康診査

乳幼児健康診査等で要経過観察となった
乳幼児を対象に健康診査を実施し、疾病
等の早期発見に努め、適切な指導を行い
ます。

継続 年12回実施 12回実施、受診者延べ132人 A 健康課

30
年度
事業
進捗

30年度C・D評
価の理由・課題

担当課等番号 事業名 事　業　内　容 方向性 平成30年度　事業目標 平成30年度実施状況
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9
乳幼児発達健康
診査

発達の遅れの疑いのある乳幼児を対象に
健康診査を実施し、疾病等の早期発見に
努め、適切な指導を行います。

継続 年12回実施 12回実施、受診者延べ56人 A 健康課

10
乳幼児歯科健康
診査

乳幼児を対象に歯科健康診査を実施し、
歯科健康教育、保健指導、予防処置を行
い、虫歯の罹患率を下げていきます。

継続

１歳６か月児健康診査　年12回実施
受診率100％
３歳児健康診査　年12回実施　受診率
100％
乳幼児歯科健康診査　年24回実施　受
診者延べ800人以上

１歳６か月児健康診査　12回実施　受
診者373人 受診率93.7％
３歳児健康診査　12回実施　受診者
382人　受診率92.5％
乳幼児歯科健康診査　24回実施　受診
者延べ681人

A 健康課

11 幼児体操教室
幼児の健康増進、保護者の交流を図るた
め、マット、フープ（輪）、鉄棒、跳び
箱等を使用し、体操教室を開催します。

継続

中央体育館事業：キッズ体操３～５、
親子体操　計４教室
熊川地域体育館：キッズHIPHOP（年
中・年長）、親子フラダンス　計３教
室
福生地域体育館：キッズダンス（年
中・年長）計２教室

中央体育館事業：キッズ体操３～５、
親子体操　計４教室　全102回　延べ
1,048人
熊川地域体育館：キッズHIPHOP（年
中・年長）、親子フラダンス　計３教
室　全90回　延べ1,089人
福生地域体育館：キッズダンス（年
中・年長）計２教室　全44回　延べ
565人

A
スポーツ推進
課

12
体育館託児付き
事業

フラダンス教室を開催し、保護者のスト
レス解消及び健康増進を図ります。

継続
福生地域体育館
フラダンス①②　計２教室に対し実施
します。

福生地域体育館
フラダンス①②　全54回　延べ474
人

A
スポーツ推進
課

番号 事業名 事　業　内　容 方向性 平成30年度　事業目標 平成30年度実施状況
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基本施策３　食育の推進

1
食に関する相
談・指導

妊産婦、乳幼児の保護者を対象に乳幼児
の年齢に応じたバランスのとれた食事の
作り方、栄養指導を行い、乳幼児期から
の良い食習慣づくりや楽しく食事のでき
る環境づくりなど食に関する学習の推進
を図っていきます。パパママクラス、育
児相談、乳幼児健康診査時に集団及び個
別指導（アレルギーなど）を実施しま
す。

継続

パパママクラス　年６コース実施
３か月児健康診査　年12回実施
1歳６か月児健康診査　年12回実施
３歳児健康診査　年12回実施
育児相談　年22回実施
離乳食教室　年15回実施

パパママクラス、各種健康診査時、育
児相談、離乳食教室等で集団及び個別
指導を実施。
食育講演会を実施し、27人の参加が
あった。

A 健康課

2 離乳食教室
離乳食教室を開催し、適切な離乳食の作
り方、離乳の進め方を指導します。

継続
前期・中期食年12回、中期・後期食年
3回実施
参加者210人以上

15回実施　参加者193人 A 健康課

施策の方向２　小児医療・思春期保健対策の充実

基本施策１　小児医療の充実

1
乳幼児医療費助
成制度

義務教育就学前の児童を養育している方
に、健康保険診療の自己負担額を助成し
ます。（所得制限なし）

継続
対象児童数　2,441人、　医療費助成
額　85,881,000円

対象児童数　2,508人
医療費助成額　82,784,378円

Ａ 子ども育成課

2 小児医療の充実
乳幼児に対する医療の充実を図るため、
小児科医の確保を関係機関へ要請してい
きます。

継続
継続実施します。
引き続き小児科医の確保について、関
係機関へ要請していく。

関係機関に要請を行っている。 A 健康課

3
東京都医療機関
案内サービス

夜間、休日の医療機関案内（コンピュー
タによる自動応答サービス）や病気やケ
ガの際の対処、病気や子育ての基礎知識
についての情報を都のホームページで提
供しています。

継続
市のホームページで情報提供を行いま
す。

市のホームページで情報提供を行っ
た。

Ａ 東京都

番号 事業名 事　業　内　容 方向性 平成30年度　事業目標 平成30年度実施状況

30
年度
事業
進捗

30年度C・D評
価の理由・課題

担当課等

番号 事業名 事　業　内　容 方向性 平成30年度　事業目標 平成30年度実施状況

30
年度
事業
進捗

30年度C・D評
価の理由・課題

担当課等
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基本施策２　思春期保健事業の推進

1
心の健康に関わ
る専門医の配置

精神医療に従事する専門医を配置して
小・中学校を巡回し、児童・生徒の精神
的健康の増進を図ります。

継続

精神保健医（小児科医）が各学校を年
１回巡回訪問し、教職員や保護者に対
して児童・生徒の心の健康に係る専門
的なアドバイスを行い、児童・生徒の
健全育成を図ります。

未実施 Ｄ

毎年継続して巡回
している精神保健
医の業務の調整が
できず、代替の医
師への依頼も難し
かったことによ
る。

教育支援課

2
教育相談室の臨
床心理士による
学校の巡回

教育相談室の臨床心理士が小・中学校を
巡回し、教職員への助言や、保護者、本
人との相談、必要によって関係機関との
連携を図ります。

継続

こころの支援チーム「つばさ」３名の
臨床心理士及び教育相談員が心理の側
面から保護者、児童・生徒の心のケア
を行うため、随時小中学校を巡回して
相談を実施し、個々に適した支援を行
う。

学校からの要請も含め、各校４回～５
回の巡回を実施。該当児童・生徒を行
動観察し、教員、保護者への助言を
行った。保護者等への助言を通じ、相
談室や病院等適切な機関につながった
ケースも出た。

Ａ 教育支援課

3
アドバイザリー
スタッフの配置

不登校児童・生徒へのアプローチとし
て、学生等のアドバイザリースタッフを
採用し、教育相談補助として活用しま
す。

継続

不登校児童・生徒への対応について、
各学校に家庭と子どもの支援員及びア
ドバイザリースタッフを適宜派遣し、
必要な支援を行うことにより、不登校
の改善を図ります。

校内相談室での学習指導等、不登校の
児童・生徒一人ひとりの状況に応じた
取り組みを行い、校内相談室登校や学
校適応支援室、スクールカウンセラー
の定期的カウンセリングにつなげた。

Ａ 教育支援課

4
学校適応支援室
の活用

学校適応支援室において、不登校児童・
生徒の学校復帰を図るとともに自立を支
援します。

継続

学校適応支援室に通室する児童・生徒
一人ひとりに対して、在籍校と緊密に
連絡を取り合いながら、きめ細かい指
導を行い、学校復帰を目指します。

学校との定期的な連絡会及び学校の授
業に準じたカリキュラムを実施した。
児童・生徒一人ひとりの状況に応じた
個別指導・グループ指導及び学校復帰
へのプログラムを実施し、２名の生徒
が学校に復帰した。

Ａ 教育支援課

5
スクールソー
シャルワーカー
の配置

　不登校や問題行動等の学校への不適応
状態がある児童・生徒に対する支援を総
合的・専門的に行うため、スクールソー
シャルワーカーを配置します。

継続

2ヶ月に１回地域関係機関等との地域連
絡会を開催し、情報の共有と有効な支
援連携を進めます。又、学校・地域関
係機関等に出向き、専門的な視点・知
識による啓発を行います。学校・地域
関係機関との連携を核に、保護者に対
して効果的な働きかけや支援を行い、
児童・生徒の生活環境の改善及び安定
を図ります。

校内支援員会等からの情報を基に、主
任児童委員や子ども家庭支援センター
と連携して家庭訪問による保護者支援
や登校支援、学校適応支援室への通室
支援等を実施。不登校の改善や家庭環
境への働きかけによる家庭内課題の抑
止・改善、不登校生徒の高校進学等に
成果を得た。支援件数延べ1,798件。

Ａ 教育支援課

6
児童館での相談
機能の充実

子どもたちが抱える悩みを気軽に相談で
きるよう、日ごろから子どもたちに関
わっている職員が相談に応じます。

継続
児童館で実施している子ども会議で、
日ごろ子どもたちが考えていることな
どの相談に対応します。

児童館で実施している子ども会議で日
ごろ子どもたちが考えていることなど
の相談に対応している。
（子ども会議：延べ年2回実施）
（子どもアンケート：延べ年１回実
施）

Ａ 子ども育成課

30
年度
事業
進捗

30年度C・D評
価の理由・課題

担当課等番号 事業名 事　業　内　容 方向性 平成30年度　事業目標 平成30年度実施状況
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思春期の子を持つ保護者、関連機関の
方を対象とした思春期に関する講演会
を１回実施予定

思春期講演会を１回実施し、38名の参
加があった。

健康課

小・中学校では、学習指導要領に基づ
き「保健」及び「保健体育」の授業に
おいて取り扱います。また、全校に配
置されたスクールカウンセラーを有効
に活用し、子ども達の様々な悩みに応
えられる学校環境を継続して整えてい
くほか、教育相談室とも連携して、子
ども達や保護者の悩みに寄り添える体
制を作ります。

小中学校における「保健」の授業にお
いて、思春期の概念や向き合い方等を
取り扱いました。また、全校に配置さ
れたスクールカウンセラーを有効に活
用し、子ども達の様々な悩みに応えら
れる学校環境を継続整備したほか、教
育相談室とも連携して、子ども達や保
護者の悩みに寄り添える体制を継続整
備した。

教育指導課

７回実施

小学5～6年生を対象とした教室。６校
（11クラス）において実施した。受講
者305人

健康課

中学校では、学習指導要領に基づき
「保健体育」の授業において取り扱い
ます。

保健学習や保健指導として、全小・中
学校で年１回喫煙防止教室を実施し、
内容の充実に努めた。

教育指導課

9 飲酒防止教室
小学校へ出向き、飲酒が体に与える影響
を啓発し、飲酒の防止に努めます。

継続 年７回以上実施
小学5～6年生を対象とした教室。5校
（10クラス）において実施した。受講
者246人

Ａ 健康課

継続実施します。
健康まつりで薬物乱用防止についての
啓発活動を実施予定。

東京都薬物乱用防止指導員が中心とな
り、１０月２８日（日）市営野球場で
開催された健康まつりに出展し、薬物
乱用防止について啓発活動を行った。

健康課

中学校では、学習指導要領に基づき
「保健体育」の授業において取り扱い
ます。また、全小・中学校で年１回薬
物乱用防止教室を実施し、内容の充実
に努めていきます。

保健学習や保健指導として、全小・中
学校で年１回薬物乱用防止教室を実施
し、内容の充実に努めた。

教育指導課

8 喫煙防止教室

小学校へ出向き、喫煙が体に与える影響
を啓発し、喫煙の防止に努めます。ま
た、中学校では「保健」の授業の中で取
り扱います。

継続 Ａ

10
薬物乱用防止啓
発運動

ふっさ健康まつりなどにおいて薬物の危
険性を周知させ、乱用防止に努めます。
また、学校における「保健」の授業の中
で薬物乱用防止について学習します。

継続 Ａ

30年度C・D評
価の理由・課題

担当課等

7
思春期に関する
取り組み

思春期の子どもやその保護者に対して講
演会等を行います。また、小中学校で
は、「保健」の授業の中で取り扱いま
す。

継続 Ａ

番号 事業名 事　業　内　容 方向性 平成30年度　事業目標 平成30年度実施状況

30
年度
事業
進捗
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基本目標３　子どもの健やかな育ちを支援するまちづくり

施策の方向１　幼児期の学校教育・保育を提供する体制の確保

基本施策１　自立と協同の態度を育む幼児期の学校教育・保育の推進

1
認可保育所によ
る通常保育の実
施

保護者の就労又は疾病等の理由により、
保育の必要性が認められる場合、保護者
の申込みにより保育を実施します。

継続
市内認可保育所14箇所、小規模保育事
業２箇所で実施します。

市内認可保育所14箇所、小規模保育事
業２箇所で実施
延べ16,518人

A 子ども育成課

2
低年齢児保育の
充実

保育所において１歳未満の児童に対して
保育を実施します。

継続

市内認可保育所14箇所、小規模保育事
業２箇所で実施します。また、待機児
童解消対策として、一定期間継続的に
児童を預かる定期利用保育を保育施設1
箇所で実施します。

市内認可保育所14箇所、小規模保育事
業２箇所で実施
延べ1,504人

A 子ども育成課

3 一時預かり事業
保護者が傷病・リフレッシュ等により、
児童を家庭で監護できない場合、一時的
に保育ができるよう充実を図ります。

充実
市内認可保育所14箇所、小規模保育事
業２箇所で実施します。

一時預かり事業市内認可保育所14箇
所、小規模保育事業２箇所で実施。延
べ利用日数505日

A 子ども育成課

4
訪問型一時預か
り事業の実施

保護者が傷病等により、児童を家庭で監
護できない場合、保育士等が一時的に家
庭を訪問して保育を実施する事業を検討
します。

検討
訪問型一時預かり事業について検討し
ます。

実施場所、運営体制等の課題を検討し
た。

B 子ども育成課

5 延長保育事業

保護者の就労形態の多様化に対応するた
め、19 時（１時間延長）までの延長保
育を実施します。また、一部の保育所で
は20 時（２時間延長）まで実施しま
す。

継続

市内認可保育所11箇所、小規模保育事
業1箇所で1時間延長を実施、市内認可
保育所３箇所、小規模保育事業1箇所で
2時間延長を実施します。

市内認可保育所11箇所で1時間延長、
３箇所で2時間延長を実施
小規模保育事業１箇所で１時間延長、
１箇所で２時間延長を実施

A 子ども育成課

6 休日保育事業
保護者が、休日での就労等により児童を
家庭で監護できない場合に対応するた
め、休日保育を実施します。

継続
市内認可保育所２箇所にて実施、うち
１箇所にて年末保育（12月29日～31
日）も実施します。

２箇所にて実施（福生保育園・すみれ
保育園）
延べ利用者数392人

A 子ども育成課

30
年度
事業
進捗

30年度C・D評
価の理由・課題

担当課等番号 事業名 事　業　内　容 方向性 平成30年度　事業目標 平成30年度実施状況
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7 病後児保育

保育所に通所している病気の回復期の児
童を対象に、保育所等で一時的に保育を
実施します。現在、福生保育園及びすみ
れ保育園の２か所で実施しています。。

継続 市内１箇所にて実施します。
1箇所（福生保育園）にて実施
延べ利用者数250人

A 子ども育成課

8 病児保育
子どもが病気であるために保育所などに
預けられない時に、病院等で保育をしま
す。

新規 市内１箇所にて実施します。
1箇所（病児保育室あんず）にて実施
延べ利用者数847人

A 子ども育成課

9 認証保育所事業

多様な保育ニーズに応えるため、認証保
育所（東京都独自の基準を満たす保育事
業所）を保育施設として活用し、保育を
実施します。

継続
市外６園延べ260人に対して保育を実
施します。

市外6園延べ184人が利用した。 B 子ども育成課

10
認証保育所利用
者補助金（再
掲）

認証保育所を利用されている方に、認可
保育所の保育料と公平にするため、その
差額を補助します。

継続
延べ260人に対して補助を行い保護者
間の公平性を図ります。

延べ　189人
補助額　3,738,950円

A 子ども育成課

11
トワイライトス
テイの実施

保護者が夜間まで帰宅できない場合な
ど、子どもの監護が困難な場合、施設等
で平日の夜間（10 時まで）や休日に一
時的に児童をあずかる事業を検討しま
す。

検討
トワイライトステイについて検討しま
す。

実施場所、運営体制等の課題を検討し
た。

Ｂ 子ども育成課

12
障害児保育の充
実

軽度の障害児を健常児とともに集団保育
を実施することにより、健全な社会性の
成長発達を促進していきます。

継続
市内認可保育所14箇所、認可幼稚園４
箇所で実施します。

市内認可保育所14箇所、認可幼稚園１
箇所で実施
認可保育所　延べ399人
認可幼稚園　延べ72人

A 子ども育成課

13
乳幼児ショート
ステイの実施

保護者が疾病等により、児童を家庭で養
育できない場合、施設等で短期間（７日
以内）児童をあずかります。

継続

養育が必要な児童に対して、一時的な
保育（日中保育・宿泊保育）を実施し
ます。
※委託料　1,563,000円

乳幼児ショートステイ利用者　78件 Ａ
子ども家庭支
援課

番号 事業名 事　業　内　容 方向性 平成30年度　事業目標
30年度C・D評
価の理由・課題

担当課等平成30年度実施状況

30
年度
事業
進捗
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14
保育園の園庭開
放

子どもたちが交流できるように、日時等
を指定し園庭を開放します。

継続 市内保育施設16園で実施します。
市内認可保育所15箇所で、園庭・園舎
開放を実施した。（１園は建替中のた
め、未実施）

A 子ども育成課

15 認定こども園

幼稚園と保育所が相互に連携して、子ど
もたちが一体的に教育・保育を受けられ
る施設への移行及び設置を、ニーズ量に
応じて支援します。

継続
市内１園で子どもたちに一体的に教
育・保育を提供します。

市内認定こども園１園で実施
延763人

A 子ども育成課

16 私立幼稚園

市内の私立幼稚園４園で、幼児の発達を
促す適切な教育環境のもと、それぞれの
時期にふさわしい充実した生活を営み、
発達に必要な活動を自然に受けられる計
画的な教育を推進します。

継続
市内の私立幼稚園4園で幼児期の教育を
推進します。

幼児教育の推進を図った。
市内４園で実施

A 子ども育成課

17
幼稚園における
預かり保育の充
実

幼稚園における在園児を対象とした預か
り保育の充実を図ります。

継続
市内４園で教育時間前後に実施しま
す。

市内４園で実施 A 子ども育成課

18
幼稚園における
園庭・園舎の開
放

地域との交流などを目的に園庭・園舎を
開放します。

継続 市内幼稚園で実施します。
市内４園で実施
園舎・園庭開放を実施した。

A 子ども育成課

19
幼稚園における
相談情報提供等
事業

養育に関する問題について、保護者から
の相談に応じ、必要な情報の提供及び助
言を行います。

継続
市内４園で保護者からの相談に応じま
す。

市内４園で実施
情報の提供を行った。

A 子ども育成課

20 プレ幼稚園事業

幼稚園教育課程外の２歳児を対象とした
保育です。子どもの成長に合わせて、無
理なく次の段階（幼稚園教育課程）へ進
むための保育を行います。

継続
市内４園で3歳児未満の未就園児教室等
を実施します。

市内４園で実施
３歳未満の保育を実施

A 子ども育成課

番号 事業名 事　業　内　容 方向性 平成30年度　事業目標 平成30年度実施状況

30
年度
事業
進捗

30年度C・D評
価の理由・課題

担当課等
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21

保育所・幼稚園
と小学校との連
携
（再掲）

保育所・幼稚園から小学校における教育
へ円滑に移行できるよう、連携を図る体
制を構築します。

充実
学校と就学前に情報交換や児童要録等
の情報提供を行います。

学校と就学前に情報交換や児童要録の
情報提供等を行った。
特別支援教育についての会議に保育
園、幼稚園関係者が出席し、情報交換
を行った。

A 子ども育成課

22
家庭福祉員制度
（保育ママ）

おおむね３歳未満の児童を保育者（保育
ママ）の居宅において保育するととも
に、就労その他の理由により家庭におい
て保育されることに支障がある方を対象
とする事業を検討します。

検討
家庭福祉員制度（保育ママ）について
検討します。

待機児対策としての効果、保育者の人
材確保や実施場所、連携保育所の設定
等の課題を検討した。

B 子ども育成課

23
幼稚園における
一時預かり事業

保護者が傷病・リフレッシュ等により、
児童を家庭で監護できない場合、一時的
に幼稚園で保育ができるようにします。

検討
市内４園で在籍児対象の預かり保育を
実施します。また、在籍児以外の預か
り保育を検討します。

幼稚園では教育時間前後に在籍児対象
の預かり保育を実施

A 子ども育成課

施策の方向２　幼稚園・保育所・小学校の連携

基本施策１　幼稚園・保育所・小学校の連携

1
保育所・幼稚園
と小学校との連
携

保育所・幼稚園から小学校における教育
へ円滑に移行できるよう、連携を図る体
制を構築します。

充実
学校と就学前に情報交換や保育所児童
保育要録、幼稚園幼児指導要録の情報
提供を行います。

学校と就学前に情報交換や児童要録の
情報提供等を行った。
特別支援教育についての会議に保育
園、幼稚園関係者が出席し、情報交換
を行った。

A 子ども育成課

2
ふっさっ子スタ
ンダードの活用

就学前教育と義務教育期の教育指導・支
援の向上を図るために、学習指導及び生
活指導における、幼稚園・保育園・小中
学校の各発達段階に共通する目標として
策定した「ふっさっ子スタンダード」を
活用していきます。

新規

各小・中学校において、「ふっさっ子
スタンダード」の具体的な推進方法に
ついて教育課程に位置付け、取り組ん
でいきます。また、引き続き、小学校
へは下敷き、中学校へはクリアファイ
ルとして印刷・配布します。

各小・中学校において、「ふっさっ子
スタンダード」の具体的な推進方法に
ついて教育課程に位置付けて取り組ん
だ。
また、下敷き・クリアファイルを作成
し配布した。

A 教育指導課

30
年度
事業
進捗

30年度C・D評
価の理由・課題

担当課等番号 事業名 事　業　内　容 方向性 平成30年度　事業目標 平成30年度実施状況

番号 事業名 事　業　内　容 方向性 平成30年度　事業目標 平成30年度実施状況

30
年度
事業
進捗

30年度C・D評
価の理由・課題

担当課等
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市内保育園・幼稚園の年長児を対象
に、教育支援チーム「つむぎ」の４名
の臨床心理士が発達の側面から特別支
援教育を必要とする児童の早期発見の
ため、巡回相談を実施します。また学
童クラブはこころの支援チーム「つば
さ」の３名の臨床心理士が巡回相談を
実施します。

保育園・幼稚園には、就学相談に基づ
く個別巡回相談を実施した。子育て世
代包括支援センターとも連携し、行動
観察および保育士や保護者への助言と
共に課題を見取り、35名の就学相談に
対応した。学童クラブは学期に１回の
巡回を実施し、指導者への助言を行う
と共に必要に応じて、情報を学校につ
なげ、解決への連携を図った。

教育支援課

教育支援課が行う、臨床心理士による
保育施設16園、幼稚園4園、学童クラ
ブ10か所への巡回相談が、円滑に実施
できるよう、連絡・調整等の支援を行
います。
また、子ども家庭支援センターでは、
保育所・幼稚園、小中学校等を巡回訪
問し、子どもと家庭に関する相談に応
じます。

保育園16園、幼稚園4園へ巡回相談を
年３回実施した。

子ども育成課

子ども家庭支
援課

施策の方向３　次代を担う子どもたちの生きる力を育む教育環境等の整備

基本施策１　学力の向上、豊かな心や健やかな体の育成

1
心理相談員の配
置

教育相談室に心理相談員を６名配置し、
心理的要因等に関する相談及び就学・転
学等教育支援に関する相談についての充
実を図ります。

継続

教育相談室と学校が十分な連携を図
り、児童・生徒及び保護者の相談活動
を実施します。また、市内の全幼稚
園・保育園への就学児巡回訪問、小・
中学校、学童クラブへの巡回訪問を定
期的に行い、必要に応じて適切なアセ
スメント及び相談業務を実施します。

こころの支援チームは161件の相談に
応じ、学校との密な連携を行った。ま
た各学童クラブの巡回を年３回実施。
指導者への助言と共に学校との連携で
改善を図った。教育支援チームは就
学、転学合わせ184名の相談に応じ内
110名を教育支援委員会に繋げた。ま
た保育園・幼稚園には、就学相談に基
づく個別巡回相談を実施した。また子
育て世代包括支援センターとも連携
し、行動観察および保育士や保護者へ
の助言と共に課題を見取り、35名の就
学相談に対応した。

Ａ 教育支援課

2
心の健康に関わ
る専門医の配置
（再掲）

精神医療に従事する専門医を配置して
小・中学校を巡回し、児童・生徒の精神
的健康の増進を図ります。

継続

精神保健医（小児科医）が各学校を年
１回巡回訪問し、教職員や保護者に対
して児童・生徒の心の健康に係る専門
的なアドバイスを行い、児童・生徒の
健全育成を図ります。

未実施 Ｄ

毎年継続して巡回
している精神保健
医の業務の調整が
できず、代替の医
師への依頼も難し
かったことによ
る。

教育支援課

30
年度
事業
進捗

30年度C・D評
価の理由・課題

担当課等番号 事業名 事　業　内　容 方向性 平成30年度　事業目標 平成30年度実施状況

30年度C・D評
価の理由・課題

担当課等

3
臨床心理士の巡
回相談（再掲）

臨床心理士が保育所・幼稚園・学童クラ
ブ等を巡回訪問し、子どもの発達等に関
する問題について、保護者、職員から直
接相談を受け、個別支援から就学支援に
向けた取り組みを行います。

継続 Ａ

番号 事業名 事　業　内　容 方向性 平成30年度　事業目標 平成30年度実施状況

30
年度
事業
進捗
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3
アドバイザリー
スタッフの配置
（再掲）

不登校児童・生徒へのアプローチとし
て、学生等のアドバイザリースタッフを
採用し、教育相談補助として活用しま
す。

継続

不登校児童・生徒への対応について、
各学校に家庭と子どもの支援員及びア
ドバイザリースタッフを適宜派遣し、
必要な支援を行うことにより、不登校
の改善を図ります。

校内相談室での学習指導等、不登校の
児童・生徒一人ひとりの状況に応じた
取り組みを行い、校内相談室登校や学
校適応支援室、スクールカウンセラー
の定期的カウンセリングにつなげた。

Ａ 教育支援課

4
学校適応支援室
の活用（再掲）

学校適応支援室において、不登校児童・
生徒の自立を支援します。

継続

学校適応支援室に通室する児童・生徒
一人ひとりに対して、在籍校と緊密に
連絡を取り合いながら、きめ細かい指
導を行い、学校復帰を目指します。

学校との定期的な連絡会及び学校の授
業に準じたカリキュラムを実施した。
児童・生徒一人ひとりの状況に応じた
個別指導・グループ指導及び学校復帰
へのプログラムを実施し、２名の生徒
が学校に復帰した。

Ａ 教育支援課

5
スクールソー
シャルワーカー
の配置（再掲）

不登校や問題行動等の学校への不適応状
態がある児童・生徒に対する支援を総合
的・専門的に行うため、スクールソー
シャルワーカーを配置します。

継続

2ヶ月に１回地域関係機関等との地域連
絡会を開催し、情報の共有と有効な支
援連携を進めます。又、学校・地域関
係機関等に出向き、専門的な視点・知
識による啓発を行います。学校・地域
関係機関との連携を核に、保護者に対
して効果的な働きかけや支援を行い、
児童・生徒の生活環境の改善及び安定
を図ります。

校内支援員会等からの情報を基に、主
任児童委員や子ども家庭支援センター
と連携して家庭訪問による保護者支援
や登校支援、学校適応支援室への通室
支援等を実施。不登校の改善や家庭環
境への働きかけによる家庭内課題の抑
止・改善、不登校生徒の高校進学等に
成果を得た。支援件数延べ1,798件。

Ａ 教育支援課

6
英語教育推進委
員会の設置

国際的な視野に立ち、グローバル化の進
展の中で活躍できる力を育成し、国語力
及び英語力を身に付け、コミュニケー
ション能力の向上を図るため、「福生市
立学校英語教育推進計画」に基づき英語
教育を推進します。

新規

「英語教育推進委員会」を設置し、平
成27年度に策定した「福生市立学校英
語教育推進計画」の各施策を実行しま
す。また、同委員会において、新学習
指導要領を始めとした、国や都の方向
性や施策との整合性をとるための同計
画の加除修正を行います。

「英語教育推進委員会」を設置し、平
成27年度に策定した「福生市立学校英
語教育推進計画」の各施策を実行し
た。また、同委員会において、新学習
指導要領を始めとした、国や都の方向
性や施策との整合性をとるための同計
画の加除修正を行った。

A 教育指導課

7
郷土資料室の小
学生対象事業

小学生が福生市の自然、歴史、文化につ
いて学ぶ機会として、体験学習や自然観
察会、小学校との連携事業を行います。

継続

昔遊びや自然観察会、施設見学など、
主に小学生を対象にした郷土資料室事
業「わくわく土曜日」を月一回開催し
ます。
市内小中学校の郷土史等の出張授業を
行います。

こども体験学習「わくわく土曜日」を
実施した。
12回実施、延べ130名参加

小学校出張事業を実施した。
3回 実施

A
生涯学習推進
課

8 学校給食事業

更なる食育の推進や学校給食の目的の達
成を目指し、安全・安心で、栄養バラン
スの取れたおいしい学校給食を提供しま
す。

充実
防災食育センター（学校給食セン
ター）の年間稼働回数を192回以上と
します。

防災食育センター（学校給食セン
ター）の年間稼働回数195回。

A 学校給食課

30年度C・D評
価の理由・課題

担当課等番号 事業名 事　業　内　容 方向性 平成30年度　事業目標 平成30年度実施状況

30
年度
事業
進捗
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9
食物アレルギー
対応事業

食物アレルギーを持つ児童生徒に対し、
安全を第一に考慮した代替食等の対応を
実施します。

新規

防災食育センター（学校給食セン
ター）の食物アレルギー対応給食調理
棟において、特定のアレルゲン（卵、
乳、小麦、えび、かに、そば、落花
生）を完全除去した食物アレルギー対
応給食を調理、提供します。

防災食育センター（学校給食セン
ター）の食物アレルギー対応給食調理
棟において、特定のアレルゲン（卵、
乳、小麦、えび、かに、そば、落花
生）を完全除去した食物アレルギー対
応給食を提供した。

A 学校給食課

10 食育事業

児童生徒に「食」に関する適切な知識や
健やかな食生活習慣を身に付けてもらう
ため、学校給食等において地場産物を積
極的に使用します。
また、防災食育センター（新学校給食セ
ンター）の食育展示見学ホール（給食を
調理している様子を2階から見学できる
ホール）や研修室等を活用して食育を推
進します。

新規

学校給食において地場産物を、月平均6
回以上（８、２、３月を除く）使用し
ます。
また、小中学校等からの施設見学を受
け入れ、食育の推進を図ります。

地場産物の使用
通年で月平均12回使用（のらぼう菜、
チンゲン菜、大根、にんじん、たまね
ぎ等15種類)

防災食育センター施設見学受入れ
合計69件（内、学校関係は合計９件）

A 学校給食課

基本施策２　地域ぐるみで子どもを育てる学校づくり

1
学校支援地域組
織事業

各学校に学校支援コーディネーターを配
置し、学校と支援者であるボランティア
との連絡調整をし、学校の教育的ニーズ
と地域の力をつなぎ合わせる活動を行い
ます

継続

学校支援地域組織事業の充実を図りま
す。
教育指導課と連携し、学校(教員)と学校
支援コーディネーターとの連携を支援
します。併せて、組織的な支援活動に
結びつくための支援を行います。

平成23年度に事業を開始。
平成24年度で小中全10校に学校支援
コーディネーターの配置を完了した。
コーディネーター会議を月1回実施
し、
各校にて学習支援活動や学校環境整備
活動などが行われた。
決算額 4,654,000円

A
生涯学習推進
課

2
学校評議員の活
用

「開かれた学校」へ向けて、地域からの
学校への期待や要望等の把握、地域との
連携を深めるために、外部評価や学校評
議員会議の充実を図ります。

充実

全小・中学校で学校評議員の会議を組
織的・計画的に開催し、地域の学校へ
の期待や要望等を積極的に取り入れる
とともに、外部評価の実施結果を学校
運営に生かせるようにします。

全小・中学校で学校評議員の会議を組
織的・計画的に開催し、地域の学校へ
の期待や要望等を積極的に取り入れる
とともに、外部評価の実施結果を学校
運営に生かした。

A 教育指導課

3
学校と家庭の連
携推進事業

いじめ、不登校、暴力行為など生活指導
上の課題に対して、家庭や地域全体で取
り組む教育活動及び地域や学校の実態に
即した効果的な取り組みを行います。

継続

家庭と子どもの支援員と、当該事業に
関する指導･助言を行うスーパーバイ
ザーを全校で活用して、いじめ、不登
校、暴力行為など生活指導上の課題に
解決に向け、効果的な取組みを展開し
ます。

家庭と子どもの支援員と、当該事業に
関する指導･助言を行うスーパーバイ
ザーを全校で活用して、いじめ、不登
校、暴力行為など生活指導上の課題に
の解決に向け、効果的な取組みを展開
した。

A 教育指導課

番号 事業名

番号 事業名 事　業　内　容 方向性 平成30年度　事業目標 平成30年度実施状況
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4
コミュニティ・
スクールの設置

地域に信頼される学校づくりを実現する
ため、保護者や地域住民などが一定の権
限と責任をもって学校運営に参画する公
立学校の新しい仕組みである「コミュニ
ティ・スクール」を指定します。

検討

平成28年４月に福生第四小学校を始め
として小学校５校をコミュニティ・ス
クールに指定しました。先行して指定
した二校のコミュニティスクールとし
ての取組の成果検証を行うとともに、
平成31年4月以降のコミュニティ・ス
クール指定に向けた準備を行います。

平成30年4月に福生第一・二・五小学
校をコミュニティ・スクールに指定
し、取組の成果発表を行った。
平成31年4月に福生第三・七小小学
校、福生第二中学校を指定した。

A 教育指導課

基本施策３　地域の教育力の向上

1
保護者（親子）
対象子育て支援
事業

地域子育て支援拠点で児童の保護者同士
に交流の機会を提供し、啓発事業を通じ
て子育てに必要な知識の向上、悩みごと
やストレスの解消等を図ります。

充実
児童館にて子育ち応援事業を行い、地
域の子育て支援の充実を目指します。

子育ち応援事業として、シンポジウム
を実施し、地域の子育て支援の充実を
目指す。
子育ち応援フェスタ　１回
参加人数８人
テーマ「子育てのコツと抱っこのしか
た」

Ａ 子ども育成課

2
ふっさ輝きフェ
スティバル

青少年の健全育成を図るため、青少年育
成地区委員長会を中心に広く異なる年齢
層が集い、遊びや体験などができるス
ポーツ・レクリエーション活動を開催し
ます。（春）

継続

ふっさ輝きフェスティバルを実施しま
す。

平成30年5月第3日曜日(家庭の日)開催
予定
参加人数推定　約5,000人

第27回輝きフェスティバルを平成30
年5月20日に実施した。
参加者 約5,000人（前年度同数）
模擬店　７店舗
ゲームスポーツ　13部門

A
生涯学習推進
課

3
軽スポーツ＆と
ん汁会

青少年の健全育成を図るため、青少年育
成地区委員長会を中心に広く異なる年齢
層が集い、遊びや体験などができるス
ポーツ・レクリエーション活動を開催し
ます。（秋）

継続

軽スポーツ＆とん汁会を実施します。

平成30年11月第3日曜日(家庭の日)開
催予定
参加人数推定　約1,300人

第26回軽スポーツ＆とん汁会を平成
30年11月18日に実施した。
参加者　約1,300人（前年度比100人
増）
ゲームスポーツ　17部門

A
生涯学習推進
課

4
青少年育成地区
委員会事業

市内にある31（予定）の青少年地区委員
会が青少年の健全育成活動を行うため、
その活動を支援していきます。

継続

市内31の青少年育成地区委員会が、青
少年にとってより良い環境を作るため
の諸事業を、今後も継続して展開でき
るよう支援をします。
地区組織活動補助金の交付(31地区)

月1回地区委員長会全体会、随時理事
会開催
地区委員長 31名。
青少年育成地区委員長会全体会 12回
開催
理事会 10回開催
地区組織活動補助金 28地区
餅つき大会、夏祭り、ラジオ体操等各
地区の事業支援のため交付した。

A
生涯学習推進
課

担当課等

30
年度
事業
進捗

30年度C・D評
価の理由・課題

担当課等

30年度C・D評
価の理由・課題

番号 事業名 事　業　内　容 方向性 平成30年度　事業目標 平成30年度実施状況

30
年度
事業
進捗

番号 事業名 事　業　内　容 方向性 平成30年度　事業目標 平成30年度実施状況

31



5 子ども議会

子どもの声を行政に反映させるととも
に、議会や行政の仕組みや役割を学ぶこ
とにより、地域への関心を高めるために
実施します。

継続
子ども議会を実施します。
平成30年10月実施予定
議員予定数　14名

平成30年10月13日に市議会議場にて
開催し、市内小学6年生14名が参加、
管理職が答弁を行った。
子ども議員 14名、質問数 14件、
傍聴者70名

A
生涯学習推進
課

基本施策４　環境の浄化

1
不健全図書等の
排除推進

青少年育成地区委員長会が中心となり、
自動販売機、コンビニエンスストア等の
不健全図書の排除を目指します。

継続

青少年育成地区委員長会を中心に、環
境浄化運動及び不健全図書チェックパ
トロールを実施します。

平成30年8月下旬実施予定

3グループで各対象地域の店舗等数か
所を抽出し、平成30年8月18日の夜
間パトロール実施時に、立ち入り調査
を行った。
特に問題は確認されなかった。

A
生涯学習推進
課

2
夜間一斉パト
ロール事業

青少年育成地区委員長会が中心となり、
警察署の指導を得て、青少年のための夜
間一斉パトロールを実施します。

継続

青少年育成地区委員長会を中心に、夜
間一斉パトロールを実施します。

平成30年8月下旬実施予定

平成30年8月18日パトロール実施し
た。
参加人数175名。
特に問題は確認されなかった。

A
生涯学習推進
課

番号 事業名 事　業　内　容 方向性 平成30年度　事業目標 平成30年度実施状況

30
年度
事業
進捗

30年度C・D評
価の理由・課題

担当課等

30年度C・D評
価の理由・課題

担当課等番号 事業名 事　業　内　容 方向性 平成30年度　事業目標 平成30年度実施状況

30
年度
事業
進捗

32



基本目標４　子育てと仕事を両立できるまちづくり

施策の方向１　仕事と生活の調和の実現のための働き方の見直し

基本施策１　広報・啓発活動の推進

1

仕事と生活の調
和（ワーク・ラ
イフ・バラン
ス）の情報提供
と啓発活動の充
実

ワーク･ライフ･バランスについての情報
を収集し、企業や市民に情報提供すると
ともに、講座等を実施し啓発を行いま
す。

継続
ワーク・ライフ・バランスの情報を市
役所や輝き市民サポートセンターで提
供します。

ワーク・ライフ・バランスに関する資
料を市役所や輝き市民サポートセン
ターに設置し、情報提供を行った。

A 協働推進課

2

子育て支援、男
女共同参画促進
のための学習講
座の実施

子育て支援、男女共同参画促進のための
学習講座、子育てや女性の悩みなど、現
状における問題解決に向けた講座内容の
充実を図ります。

継続

保育室併設講座（３コース）
託児保育付講座（5コース）
男女共同参画フォーラム（1コース）
ＤＶ防止講座（1コース）
父親力アップ講座（１コース）

・保育室併設講座（3コース48回、延
べ参加人数494人）
・託児保育付講座（5コース30回、延
べ参加人数328人）
・託児保育付学習会「未来の子どもた
ちのために考えよう『＃Me Too』の
広がり」
（１コース２回、延べ参加人数25人）
・男女共同参画フォーラム（１コース
１回、28人）

Ａ 公民館

基本施策２　男性の子育て参加の推進

1
パパママクラス
（再掲）

妊婦及び配偶者等を対象に相談指導を実
施し、母子保健に関する正しい知識の啓
発と普及を図ります。

継続
1コース5回×６コース実施　参加者
450人

これから赤ちゃんを迎える妊婦及びそ
の家族に対して６コース（各コース5
日間）実施し、参加延べ人数は440
人。

Ａ 健康課

2
男性のための講
座等の開催

男性が家事や子育てに主体的に関わるた
めの導入として男性を対象とした料理や
父親力アップなど、家事や子育てに関す
る講座等を開催します。

継続
男性が興味を持ち参加しやすい講座を
実施していく。
父親力アップ講座の実施（1コース）

時事問題と家事を絡め、講座を開催。
「食品ロスを考える料理」
１コース４回　延べ参加者数33人
（うち男性の延べ参加者数　11人）

Ａ 公民館

3
父親参加型事業
の実施

父親の子育て参加の推進を目的にし、※
児童館等で父親参加型の事業を実施しま
す。

継続
児童館において「親子の楽しい運動
会」等父親参加型事業を実施します。

児童館で実施
ファミリーミニミニ運動会（武蔵野台)
１回実施　延べ参加人数　   38人
親子の楽しいミニ運動会（武蔵野台）
１回実施   述べ参加人数　   24人
幼児の楽しい運動会（三児童館合同）
１回実施   参加人数　　159人

Ａ 子ども育成課

番号 事業名 事　業　内　容 方向性 平成30年度　事業目標 平成30年度実施状況

30
年度
事業
進捗

30年度C・D評
価の理由・課題

担当課等

番号 事業名 事　業　内　容 方向性 平成30年度　事業目標 平成30年度実施状況

30
年度
事業
進捗

30年度C・D評
価の理由・課題

担当課等
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施策の方向２　産休・育休復帰を円滑に利用できる環境の整備

基本施策１　産休・育休復帰を円滑に利用できる環境の整備

1
低年齢児保育の
充実（再掲）

保育所において１歳未満の児童に対して
保育を実施します。

継続

市内認可保育所14箇所、小規模保育事
業２箇所で実施します。また、待機児
童解消対策として、一定期間継続的に
児童を預かる定期利用保育を保育施設1
箇所で実施します。

市内認可保育所14箇所、小規模保育事
業２箇所で実施
延べ1,504人

A 子ども育成課

2
低年齢児保育の
拡大

産休・育休明けの０歳児から２歳児まで
の保育需要に対応するため、小規模保育
事業を開設することにより、定員増を目
指します。

新規
認可保育園の建替え時に低年齢児保育
の定員拡大を図ります。

小規模保育事業の開設について検討し
た。現在のところ、保育園の建替えに
伴う定員増や定期保育の弾力的運用等
により保育需要に対応している。

B 子ども育成課

30
年度
事業
進捗

30年度C・D評
価の理由・課題

担当課等番号 事業名 事　業　内　容 方向性 平成30年度　事業目標 平成30年度実施状況
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基本目標５　子どもにやさしいまちづくり

施策の方向１　子どもの安全の確保

基本施策１　子どもの交通安全を確保するための活動の推進

1
交通安全教育の
推進

地域や団体、事業所等における交通安全
思想の普及・徹底を図り、学校・保育所
等での交通安全教育を推進します。ま
た、中学校において、スタントマンが事
故現場を再現する交通安全教室を実施し
ます。

継続

交通安全講習会を実施します（年2
回）。
春、秋の交通安全運動期間に町会・自
治会によるテントの掲出（町会・自治
会　29テント）
福生第三中学校で交通安全教室実施
輝きフェスティバルで小学生向け自転
車教室実施

春秋の交通安全運動時に講習会を市民
会館で実施（2回）。また、各町会に
よるテント掲出
5月12日（土）に福生第三中学校で中
学生向けのスケアードストレイト方式
による交通安全教室を実施。
5月20日のかがやきフェスティバルで
交通安全推進委員会と福生警察署と合
同で小学生向けの自転車教室実施。

A
安全安心まち
づくり課

2
交通安全指導の
充実

東京都教育委員会「安全教育プログラ
ム」を活用し、各学校における交通安全
指導の充実を図り、交通安全に関わる実
践的態度の改善を図ります。

継続

本市全小・中学校において、東京都教
育委員会の「安全教育プログラム」に
基づき、月１回の安全指導日等の機会
を捉えて、交通安全に関する知識や行
動の仕方等について、年間を通して指
導します。また、小学校において、福
生警察署の協力による交通安全教室を
年１回開催し、交通安全指導の充実を
図ります。

各学校において、福生警察署の協力に
よる交通安全教室を年１回開催し、交
通安全指導の充実を図った。

A 教育指導課

点検日　平成30年9月10日～27日
点検箇所　延89箇所

教育総務課

通学路点検実施回数　３回 道路下水道課

9月に教育総務課、道路下水道課と
PTA、福生警察署交通課と合同点検を
行った。

安全安心まち
づくり課

4
通学路の見守り
体制の推進

児童等の登下校中の安全確保のため、通
学路における見守りを、ボランティアの
取組とともに、シルバー人材センターに
委託して実施します。また、見守り活動
を補完するため、防犯カメラを活用しま
す。

充実
通学路見守り員の配置や防犯カメラに
よる見守りを実施し、児童等の安全確
保を図ります。

通学路見守り員配置
　延日数　1,472日
　延人数　5,888人
通学路見守りボランティア
　登録数  60人
通学路防犯カメラ
　設置数  35台

Ａ 教育総務課

30年度C・D評
価の理由・課題

担当課等

3
通学路点検の実
施

学校、保護者及び警察と関係する部署に
より、小中学校の通学路の安全点検を行
い、危険箇所の改善に努めます。

継続
通学路の安全点検を行い、危険箇所の
改善に努めます。

Ａ

番号 事業名 事　業　内　容 方向性 平成30年度　事業目標 平成30年度実施状況

30
年度
事業
進捗
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基本施策２　子どもを災害や犯罪の被害から守るための活動の推進

1
不審者情報等の
提供

携帯電話を利用した自治体情報やファク
シミリを通じて学校等子どもに関係する
各公共施設に不審者情報を提供し、地域
ぐるみで注意を促します。また、不審者
情報があった時には、パトロールを実施
します。

継続

不審者情報について、町会・自治会、
各公共施設、保育園等にファクシミリ
等を通じて情報の提供を行います。
緊急の不審者情報については、携帯電
話を利用したふっさ情報メールで注意
喚起します。
また、パトロールカーによる市内巡回
を行います。

教育委員会事務局教育指導課から不審
者についての情報提供を受け、町会・
自治会、各公共施設、保育園等にファ
クシミリ等を通じて情報の提供を行っ
た。（21件）

A
安全安心まち
づくり課

2
子どもを守るた
めの活動の推進

防犯講習会等を通して、犯罪に関する市
民への情報提供に努め、関係機関・団体
との情報交換、防犯ボランティアによる
パトロール活動、「こども１１０番の
家」事業など、子どもを守るための活動
を推進します。

継続
防犯講習会を実施します。
「こども110番の家」事業の推進

11月8日に防犯講習会を市民会館で実
施。「こども110番の家」事業につい
ては継続意向確認等により1,074軒と
なった。また、セブンイレブン市内各
店舗に新規加入していただいた。（16
店舗）

Ａ
安全安心まち
づくり課

3
安全啓発活動の
推進

東京都教育委員会「安全教育プログラ
ム」を活用した、安全教育を充実しま
す。

充実

東京都教育委員会が作成した「安全教
育プログラム」に基づき、市内全校に
おいて児童・生徒に犯罪や事故、災害
等の危険を予測し回避する能力や、他
者や社会の安全に貢献できる資質や能
力の育成を図ります。

「安全教育プログラム」を活用し市内
全校において児童・生徒に犯罪や事
故、災害等の危険を予測し回避する能
力や、他者や社会の安全に貢献できる
資質や能力の育成を図った。

A 教育指導課

福生駅東口周辺地域に防犯カメラ7台
設置（一部一小通学路地域を含む）

安全安心まち
づくり課

通学路見守り員配置
　延日数　1,472日
　延人数　5,888人
通学路見守りボランティア
　登録数  60人
通学路防犯カメラ
　設置数  35台

教育委員会

5
不健全図書等の
排除推進（再
掲）

青少年育成地区委員長会が中心となり、
自動販売機、コンビニエンスストア等の
不健全図書の排除を目指します。

継続

青少年育成地区委員長会を中心に、環
境浄化運動及び不健全図書チェックパ
トロールを実施します。

平成30年8月下旬実施予定

3グループで各対象地域の店舗等数か
所を抽出し、平成30年8月18日の夜
間パトロール実施時に、立ち入り調査
を行った。
特に問題は確認されなかった。

A
生涯学習推進
課

30
年度
事業
進捗

30年度C・D評
価の理由・課題

担当課等

4
通学路等の防犯
活動の推進

子どもたちが犯罪に遭わないように、市
内で発生した犯罪や不審者についての情
報を地域や学校に提供します。また、登
下校時の見守り体制の整備を促進し、防
犯カメラを設置するなどして、防犯対策
の強化に取り組みます。

充実

市内各小学校の通学路における登下校
時の見守り体制を整備します。
具体的には通学路に通学路見守り員を
各校２名ずつ配置し、見守りのほか巡
回なども行います。

Ａ

番号 事業名 事　業　内　容 方向性 平成30年度　事業目標 平成30年度実施状況
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6
夜間一斉パト
ロール事業（再
掲）

青少年育成地区委員長会が中心となり、
警察署の指導を得て、青少年のための夜
間一斉パトロールを実施します。

継続

青少年育成地区委員長会を中心に、夜
間一斉パトロールを実施します。

平成30年8月下旬実施予定

平成30年8月18日パトロール実施し
た。
参加人数175名。
特に問題は確認されなかった。

A
生涯学習推進
課

継続実施します。
健康まつりで薬物乱用防止についての
啓発活動を実施予定.

東京都薬物乱用防止指導員が中心とな
り、１０月２８日（日）市営野球場で
開催された健康まつりに出展し、薬物
乱用防止について啓発活動を行った。

健康課

中学校では、学習指導要領に基づき
「保健体育」の授業において取り扱い
ます。また、全小・中学校で年１回薬
物乱用防止教室を実施し、内容の充実
に努めていきます。

保健学習や保健指導として、全小・中
学校で年１回薬物乱用防止教室を実施
し、内容の充実に努めた。

教育指導課

基本施策３　被害に遭った子どもの保護の推進

1
被害児童のカウ
ンセリング

犯罪、いじめ、児童虐待等により被害を
受けた子どもの精神的ダメージの軽減、
立ち直りを支援するため、子どもに対す
るカウンセリング、保護者に対する助言
等、関係機関と連携し支援を行います。

継続
子どもと家庭からの総合相談の中で、
必要に応じて関係機関、専門機関と連
携しながら支援を行います。

相談件数　12,773件

種類別件数
養護相談　11,480件
保健相談　48件　  障害相談　133件
非行相談　 ０件　  育成相談 1,100件
その他の相談　12件

Ａ
子ども家庭支
援課

基本施策１　子育てを担う若い世代を中心に広くゆとりある住宅の確保

1
良質なファミ
リー向け住宅の
供給誘導

子育て世帯が住みやすい賃貸物件を増や
していくため、民間事業者に向け活用で
きる補助制度の検討や情報提供を行い、
子育てに適した住宅の建設を誘導しま
す。

継続

東京都子育て支援認定住宅の基準を満
たす一戸当たり延べ床面積60㎡以上の
共同住宅を市内に整備する場合に、整
備費の一部を助成する「子育て支援住
宅整備助成事業」を新設し、子育てに
適した住宅の建設を誘導します。

「子育て支援住宅整備助成事業」を新
設し、広報や市のホームページに掲載
したが、利用実績はなかった。

Ｂ
まちづくり計
画課

担当課等

施策の方向２　子育てを支援する生活環境の整備

番号 事業名 事　業　内　容 方向性 平成30年度　事業目標 平成30年度実施状況

番号 事業名 事　業　内　容 方向性 平成30年度　事業目標 平成30年度実施状況

30
年度
事業
進捗

30年度C・D評
価の理由・課題

担当課等

30
年度
事業
進捗

30年度C・D評
価の理由・課題

30
年度
事業
進捗

30年度C・D評
価の理由・課題

担当課等

7
薬物乱用防止啓
発運動（再掲）

ふっさ健康まつりなどにおいて薬物の危
険性を周知させ、乱用防止に努めます。
また、学校における「保健」の授業の中
で薬物乱用防止について学習します。

継続 Ａ

番号 事業名 事　業　内　容 方向性 平成30年度　事業目標 平成30年度実施状況

37



2 住宅取得の支援

子どものいる子育てファミリー世帯は、
子どもが小中学校に就学する段階でより
広い住宅を求めて市外へ転出する傾向に
あります。福生市に長く住み続けてもら
うために、住宅取得に係る助成や既存住
宅の改修補助等について検討します。

継続

自らが所有する新築の長期優良住宅に
居住する子育て世帯（中学生までの子
と同居する親）に対して、最長５年
間、当該住宅（家屋）に対して課され
る固定資産税及び都市計画税相当額
（上限10万円）を助成する、「優良住
宅取得推進事業」を継続して実施しま
す。

30年度も引き続き事業を実施した。
申請件数：50棟60件
助成額：3,813,000円

A
まちづくり計
画課

3
都営住宅の期限
付き入居制度

都営住宅の利用機会の公平性を確保し、
若い子育てファミリー世帯等の入居機会
を拡大するため、入居期限を10 年とす
る制度を実施・拡大します。

継続 継続して実施します。
東京都作成の冊子を来庁した市民に配
布。市広報とホームページで情報提供
を行った。

A 東京都

基本施策２　安全な道路交通環境の整備

1 歩道の整備
子どもや高齢者、障害者など、すべての
歩行者の安全確保のため、段差解消等の
整備を行います。

継続

子どもや高齢者、障害者などすべての
歩道利用者の安全確保のため、歩道の
拡幅、段差解消などのバリアフリー化
の整備に努めていきます。

市道第1121号線の歩道整備を実施し
ました。

A 道路下水道課

2 防犯灯の整備
夜間、安心して外出できるよう防犯灯の
整備を行います。

充実

平成26年度末までに市内の道路照明灯
のLED化を図り、夜間は安心して外出
できるよう整備を行いました。平成30
年度については、東京都から移管され
た道路上の照明灯をLED化、要望のあ
る防犯上または交通安全上危険な箇所
の整備を行います。

新たに12基のＬＥＤ照明灯を設置しま
した。

A 道路下水道課

担当課等

30年度C・D評
価の理由・課題

担当課等

番号 事業名 事　業　内　容 方向性 平成30年度　事業目標 平成30年度実施状況

30
年度
事業
進捗

30年度C・D評
価の理由・課題

番号 事業名 事　業　内　容 方向性 平成30年度　事業目標 平成30年度実施状況

30
年度
事業
進捗
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